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〈アンケート調査結果から見えてくること〉
　アンケート調査結果の総括を以下に整理する。
1．「下請」、「賃加工」から「独立した加工専門企業」への脱皮（問20参照）
○ 業態別集計結果をみても、「下請」、「賃加工」は打つ手がみつからないのが現状である。こ
れまで長い間、「仕事が来ることを待つ状態」に慣れすぎているからである。いざ、不況に
なって打つ手を考えても、客先に仕掛ける手段がない。
○ 参考になるのは、「独立した加工専門企業」である。この業態は、他社より特長ある技術を
有していることから、「別注品」、「試作品」などを手がけている企業も多い。「独立した加工
専門企業」が志向する方向性は、①「自社の強み・得意分野に集中特化」、②「顧客の要望
にきめ細かく対応…顧客第一主義（地域密着など）」の 2つである（問20参照）。
○ したがって、「下請」、「賃加工」の中から、「独立した専門加工企業」に脱皮する意思をもつ
企業を早急にピックアップすべきである。また、ピックアップと同時に、「下請」、「賃加工」
から「独立した専門加工企業」に引き上げるための、プログラムの整備が必要である。
2．売上高 3億円を目安にした、新たな企業グループの形成（問12参照）
○ 「増収増益」企業の割合は、「従業員規模」、「売上高」に比例している。つまり、小規模事
業者であれば、それだけで「減収減益」のリスクが拡大することになる。
○ そのため、新たな企業グループを形成し、受注に対応できる体制を整備していくことが必要
である。
○ グループ形成には、「従業員規模」を目安にする考え方と、「売上高」を目安にする考え方が
あるが、「売上高」を目安にする方が、グループを形成しやすいと思われる。
○ ただし、難しい面もある。それは、“高井田地区”にどれだけこだわるかである。業種構成、
販路等を加味すると、高井田地区内でグループが形成できるかどうか疑問である。
○ グループ形成を図る際には、①参加企業の特長づけ（技術的特長、保有設備等）、②リーダ
ー企業の存在、③グループをサポートするコーディネータないしは産業支援機関、の 3つが
必要になる。
○ たとえば、②のリーダー企業は、売上高 1億円程度で「独立した加工専門企業」を選び、数
社を含めてグループ化する方法が考えられる。また、③のグループをサポートするコーディ
ネータないしは産業支援機関については、東大阪市立産業技術支援センターないしはクリエ
イション・コア東大阪が考えられる。
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【売上規模別「増収増益」の分布】（単位：％）
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3．企業間連携、産官連携による設備の活用の活発化（問19参照）
○ 本アンケート調査結果からは、「老朽設備の更新」による「生産性の向上」が必要だとわか
りながら、設備に対する投資余力がない企業が相当数に達する。
○ 老朽設備は改善されずに、「自社で工夫している」企業が半数近くある。一方、「委託生産」
や「仲間と組み補っている」といった企業間連携による設備活用は、2割もない状況である。
また、設備を保有している東大阪市立産業技術支援センターをはじめとする公的機関の利用
は、0.4%にとどまっている。
○ 本来なら、適切に設備の更新がなされることが望ましいが、その余力がないなら、企業間連
携による設備の活用や公的機関の活用を進めていくべきである。この点は、企業サイドの意
識が遅れている。
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Ⅰ　調査の概要
1　調査の目的
　東大阪市高井田地区の中小企業における産業集積の分析と、その地域活性化の処方箋作成の
ためのデータ収集を目的とする。
2　調査の設計
ⅰ．調査対象
　　東大阪市高井田地区の製造業事業所を電話帳から悉皆で抽出した。
ⅱ．調査方法
　　調査員が各事業所を訪問し、調査票を留め置いた後、再度回収のために訪問した。
ⅲ．調査期間
　　平成15年12月10日から12月24日
ⅳ．調査内容
　①　事業所の現状
　②　経営の状況
　③　設備投資の状況
　④　今後の取組について
3　回収状況
対象数 回収数 無効数 未訪問
577 306
226 45
拒否 移転 廃業 その他
117 9 42 58
※その他には、休業中、社長不在・病気、対象外が含まれる。
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4　報告書の見方
（ 8） 　比率は、原則として各設問の無解答を含む集計対象総数（副設問では設問該当対象数）
に対する百分比（％）を表している。 1人の対象者に 2以上の回答を求める設問では、百
分比（％）の合計は100.0％を超える。
（ 9） 　百分比（％）は、小数点以下第 2位を四捨五入し、小数点以下第 1位までを表示した。
四捨五入の結果、個々の比率の合計と全体の示す数値とが一致しないことがある。
（10） 　分類別の表中の百分比（％）は、すべて各分類項目の該当対象数を100.0％として算出
した。
（11） 　図表にある「N」は、集計対象票数（あるいは、分類別の該当対象数）を示し、比率は
「N」を100.0％として表した。
（12） 　クロス集計の結果を示す図表においては、該当者の少ない分類項目、および「その他」「無
回答」は省略しているものがあり、各分類項目の該当対象数の合計と集計対象総数は一致
しないことがある。
（13）　クロス集計表の数値は、上段：実数値（件）、下段：構成比（％）を示している。
（14）　従業員規模別の「 1～ 4人」には、経営者のみで従業員がいない事業所を含む。
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Ⅱ　調査対象事業所の現状
Ⅱ－ 1図　後継者の有無
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Ⅱ－ 2図　業態
N=306
自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド有り）
16.3%
自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド無し）
6.9%
自社製品製造兼下請製造企業
14.4%
第１次下請産業
16.0%
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7.8%
賃加工業（材料支給）
21.2%
その他
2.3%
不明
0.3%
独立した加工専門企業
14.7%
【参考資料】経営形態について
件　数 　比率
1 自社製品主体の製造メーカー 1,735 21.4%
2 一部自社製品を製造する下請製造メーカー 642 7.9%
3 下請製造メーカー（賃加工業を除く） 1,533 18.9%
4 独立した加工専門企業 1,069 13.2%
5 賃加工業 3,144 38.7%
計 8,123 100.0%
平成11年東大阪市内全事業所実態調査
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Ⅱ－ 3図　　納品先（親）企業数
N=182
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Ⅱ－ 1表　業態別納品先企業数
全　
体
1
社
2
社
〜
3
社
4
社
〜
5
社
6
社
〜
9
社
10
社
以
上
自社製品製造兼下請製造企業
44 4 2 16 6 16
100.0 9.1 4.5 36.4 13.6 36.4
第 1次下請企業
49 2 5 11 11 20
100.0 4.1 10.2 22.4 22.4 40.8
第 2次・ 3次下請企業
24 2 3 6 5 8
100.0 8.3 12.5 25.0 20.8 33.3
賃加工業（材料支給）
65 3 11 15 7 29
100.0 4.6 16.9 23.1 10.8 44.6
【参考資料】納品先企業数について
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Ⅱ－ 4図　横請け（仲間取引）
N=182
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Ⅱ－ 2表　業態別横請け（仲間取引）状況
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自社製品製造兼下請製造企業
44 20 2 20 2
100.0 45.5 4.5 45.5 4.5
第 1次下請企業
49 22 2 25 －
100.0 44.9 4.1 51.0 －
第 2次・ 3次下請企業
24 12 1 11 －
100.0 50.0 4.2 45.8 －
賃加工業（材料支給）
65 29 － 36 －
100.0 44.6 － 55.4 －
【参考資料】横請け（仲間取引）の有無について
全　
　
体
行
っ
て
い
る
行
い
た
い
行
っ
て
い
な
い
無
回
答
N=974 31.0 4.4 34.3 30.3
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Ⅱ－ 3表　業種
【今回調査】 【東大阪市全域】　 【大阪府】
全　　体 306 100.0 8,571 100.0 67,100 100.0
1．食料品 1 0.3 101 1.2 2,176 3.2
2．飲料・たばこ・飼料 － － 10 0.1 184 0.3
3．繊維 2 0.7 54 0.6 2,220 3.3
4．衣服 5 1.6 305 3.6 6,847 10.2
5．木材 2 0.7 49 0.6 877 1.3
6．家具 1 0.3 268 3.1 2,106 3.1
7．パルプ・紙 14 4.6 336 3.9 2,251 3.4
8．出版・印刷 43 14.1 583 6.8 7,056 10.5
9．化学 8 2.6 121 1.4 1,382 2.1
10．石油・石炭 － － 3 0.0 80 0.1
11．プラスチック 34 11.1 807 9.4 4,010 6.0
12．ゴム 5 1.6 117 1.4 1,148 1.7
13．なめし革 1 0.3 142 1.7 1,332 2.0
14．窯業・土石 1 0.3 68 0.8 1,017 1.5
15．鉄鋼 5 1.6 195 2.3 1,360 2.0
16．非鉄金属 9 2.9 122 1.4 794 1.2
17．金属製品 133 43.5 2,293 26.8 12,381 18.5
18．一般機械 21 6.9 1,787 20.8 10,443 15.6
19．電気機械 9 2.9 467 5.4 3,721 5.5
20．輸送用機械 3 1.0 244 2.8 1,681 2.5
21．精密機械 5 1.6 105 1.2 850 1.3
22．その他製造業 4 1.3 394 4.6 3,183 4.7
※東大阪市全域と大阪府は平成13年事業所統計
Ⅱ－ 4表　業種区分
全　　体 306 100.0
食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維、衣服、木材、家具 11 3.6
パルプ・紙、出版・印刷 57 18.6
化学、石油・石炭、プラスチック、ゴム 47 15.4
鉄鋼、非鉄金属 14 4.6
金属製品 133 43.5
一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械 38 12.4
なめし革、窯業・土石、その他製造業 6 2.0
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【参考資料】業種の特化係数について（対東大阪市、対大阪府）
全　　体 特化係数（対東大阪）
特化係数
（対大阪府）
食料品、飲料・たばこ・飼料、繊維、衣服、木材、家具 39.1 16.7
パルプ・紙、出版・印刷 173.7 134.3
化学、石油・石炭、プラスチック、ゴム 125.6 155.7
鉄鋼、非鉄金属 123.7 142.5
金属製品 162.5 235.6
一般機械、電気機械、輸送用機械、精密機械 40.9 49.9
なめし革、窯業・土石、その他製造業 27.8 23.8
注）高井田地区の業種を100として算出
【参考資料】業種について
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Ⅱ－ 5図　創業年
N=306
1970～1979年 1945～1959年
1990～1999年
5.9%
不明
1.6% 1944年以前
11.1%
2000年以降
2.3%
1980～1989年
10.8%
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Ⅱ－ 5表　創業年を元号の年代で集計した結果は以下の通りである。
全　体 昭和19年以前
昭和
20年代
昭和
30年代
昭和
40年代
昭和
50年代
昭和
60年以降 無回答
306 34 51 59 76 40 41 5
100.0 11.1 16.7 19.3 24.8 13.1 13.4 1.6
【参考資料】創業年について
全　体 昭和19年以前
昭和
20年代
昭和
30年代
昭和
40年代
昭和
50年代
N=208 19.1 25.3 24.1 25.9 4.6
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全　体 昭和19年以前
昭和
20年代
昭和
30年代
昭和
40年代
昭和
50年代
昭和
60～63年
平成
元年以降 無回答
N=148 13.5 18.9 22.3 26.4 10.1 2.0 1.4 5.4
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全　体 昭和19年以前
昭和
20年代
昭和
30年代
昭和
40年代
昭和
50年代
昭和60年
～平成8年
平成
9年以降
N=974 5.1 2.7 15.7 21.4 32.4 11.9 10.8
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Ⅱ－ 6図　創業地
N=306
東大阪市
70.9%
その他の大阪府内
1.0%
不明
1.0%
大阪府外
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Ⅱ－ 7図　現在地での開業年
N=306
1944年以前
4.9%
1945～1959年
16.0%
1970～1979年
1990～1999年
0.7%
2000年以降
不明
12.4%
1980～1989年
18.0%
Ⅱ－ 6表　開業年を元号の年代で集計した結果は以下の通りである。
全　体 昭和19年以前
昭和
20年代
昭和
30年代
昭和
40年代
昭和
50年代
昭和
60年以降 無回答
306 15 28 49 68 62 78 6
100.0 4.9 9.2 16.0 22.2 20.3 25.5 2.0
【参考資料】操業年（東大阪市での）について
全　体 明　治 大　正 昭和10年代
昭和
20年代
昭和
30年代
昭和
40年代
昭和
50年代
昭和
60年代 無回答
N=974 0.2 0.4 1.3 1.6 9.2 18.6 29.3 20.2 19.1
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Ⅱ－ 8図　事業所の所有形態
N=306
土地・建物とも自社所有
47.7%
借地で建物は自社所有
9.5%
その他
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Ⅱ－ 7表　後継者の有無別事業所の所有形態
全　体 土地・建物とも自社所有
借地で建物は
自社所有 貸工場 その他
後継者がいる
156 85 14 54 3
100.0 54.5 9.0 34.6 1.9
後継者がいない
147 59 15 67 6
100.0 40.1 10.2 45.6 4.1
Ⅱ－ 8表　業態別事業所の所有形態
全　体 土地・建物とも自社所有
借地で建物は
自社所有 貸工場 その他
自社製品あり
115 59 15 38 3
100.0 51.3 13.0 33.0 2.6
独立加工専門
45 26 4 15 －
100.0 57.8 8.9 33.3 －
下請
73 33 6 33 1
100.0 45.2 8.2 45.2 1.4
賃加工・その他
72 28 4 35 5
100.0 38.9 5.6 48.6 6.9
Ⅱ－ 9表　創業年別事業所の所有形態
全　体 土地・建物とも自社所有
借地で建物は
自社所有 貸工場 その他
1944年以前
34 20 7 6 1
100.0 58.8 20.6 17.6 2.9
1945～1959年
77 43 9 22 3
100.0 55.8 11.7 28.6 3.9
1960～1969年
72 41 4 24 3
100.0 56.9 5.6 33.3 4.2
1970～1979年
60 27 4 29 －
100.0 45.0 6.7 48.3 －
1980～1989年
33 7 4 22 －
100.0 21.2 12.1 66.7 －
1990～1999年
18 7 － 10 1
100.0 38.9 － 55.6 5.6
2000年以降
7 － － 6 1
100.0 － － 85.7 14.3
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Ⅱ－10表従業員規模別事業所の所有形態
全　体 土地・建物とも自社所有
借地で建物は
自社所有 貸工場 その他
1～ 4人
151 52 13 81 5
100.0 34.4 8.6 53.6 3.3
5～ 9人
50 26 9 14 1
100.0 52.0 18.0 28.0 2.0
10～29人
73 43 5 24 1
100.0 58.9 6.8 32.9 1.4
30人以上
32 25 2 3 2
100.0 78.1 6.3 9.4 6.3
Ⅱ－11表　業種区分別事業所の所有形態
全　体 土地・建物とも自社所有
借地で建物は
自社所有 貸工場 その他
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 7 1 2 1
100.0 63.6 9.1 18.2 9.1
パルプ・紙、出版・
印刷
57 28 4 24 1
100.0 49.1 7.0 42.1 1.8
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴ
ム
47 21 5 19 2
100.0 44.7 10.6 40.4 4.3
鉄鋼、非鉄金属
14 11 2 1 －
100.0 78.6 14.3 7.1 －
金属製品
133 57 12 62 2
100.0 42.9 9.0 46.6 1.5
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 19 5 12 2
100.0 50.0 13.2 31.6 5.3
なめし革、窯業・
土石、その他製造
業
6 3 － 2 1
100.0 50.0 － 33.3 16.7
【参考資料】所有形態について
全　体 土地・建物とも自社所有
借地で建物は
自社所有 貸工場 その他 無回答
N=974 38.6 10.8 46.3 3.3 0.9
‘97東大阪市製造業実態調査
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Ⅱ－ 9図　従業員数
N=306
1～4人
49.3%
16.3%
50～99人
2.6%
100～299人
2.0%
30～49人
5.2%
20～29人
5.6%
300人以上
0.7%
Ⅱ－12表　後継者の有無別従業員数
全　
体
1
〜
4
人
5
〜
9
人
10
〜
19
人
20
〜
29
人
30
〜
49
人
50
〜
99
人
100
〜
299
人
300
人
以
上
後継者がいる
156 42 33 44 13 12 7 3 2
100.0 26.9 21.2 28.2 8.3 7.7 4.5 1.9 1.3
後継者がいない
147 108 16 12 4 3 1 3 －
100.0 73.5 10.9 8.2 2.7 2.0 0.7 2.0 －
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Ⅱ－13表　業種区分別従業員数
全　
体
1
〜
4
人
5
〜
9
人
10
〜
19
人
20
〜
29
人
30
〜
49
人
50
〜
99
人
100
〜
299
人
300
人
以
上
平
均
従
業
員
数
（
人
）
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 7 2 － － 1 － 1 －
100.0 63.6 18.2 － － 9.1 － 9.1 － 22.4
パルプ・紙、出版・
印刷
57 29 12 11 3 1 － 1 －
100.0 50.9 21.1 19.3 5.3 1.8 － 1.8 － 10.4
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 23 7 11 1 － 4 1 －
100.0 48.9 14.9 23.4 2.1 － 8.5 2.1 － 18.6
鉄鋼、非鉄金属
14 4 4 3 1 － 1 － 1
100.0 28.6 28.6 21.4 7.1 － 7.1 － 7.1 33.5
金属製品
133 72 20 23 8 9 1 － －
100.0 54.1 15.0 17.3 6.0 6.8 0.8 － － 8.5
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 13 4 7 4 4 2 3 1
100.0 34.2 10.5 18.4 10.5 10.5 5.3 7.9 2.6 48.2
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 3 1 1 － 1 － － －
100.0 50.0 16.7 16.7 － 16.7 － － － 10.7
【参考資料】従業員数について
全　体 1～3人 4～9人 10～19人 20～29人 30～49人 50～99人 100人 以上
N=208 13.9 28.9 21.6 9.2 7.6 9.6 7.2
‘86東大阪市製造業実態調査
全　体 1～3人 4～9人 10～19人 20～49人 50～99人 100～ 299人
300人
 以上 無回答
N=974 34.2 29.8 15.3 11.0 3.3 2.1 1.0 3.4
‘97東大阪市製造業実態調査
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Ⅱ－10図　パート・アルバイト数
N=306
0人
47.1%
1～4人
35.3%
100人以上
0.7%
不明
6.2%
50～99人
0.3%30～49人
0.3%20～29人
0.3%
5～9人
6.2%
10～19人
3.6%
従業員数に占めるパート・アルバイト数の割合
Ⅱ－14表業種区分別
全　
体
0 10
％
未
満
10
〜
30
％
未
満
30
〜
50
％
未
満
50
％
以
上
無
回
答
全　体
306 144 16 65 15 47 19
100.0 47.1 5.2 21.2 4.9 15.4 6.2
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 5 － 1 1 3 1
100.0 45.5 － 9.1 9.1 27.3 9.1
パルプ・紙、出版・
印刷
57 31 3 11 3 8 1
100.0 54.4 5.3 19.3 5.3 14.0 1.8
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 20 － 12 2 12 1
100.0 42.6 － 25.5 4.3 25.5 2.1
鉄鋼、非鉄金属
14 7 － 5 － － 2
100.0 50.0 － 35.7 － － 14.3
金属製品
133 63 6 28 7 19 10
100.0 47.4 4.5 21.1 5.3 14.3 7.5
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 18 7 5 2 3 3
100.0 47.4 18.4 13.2 5.3 7.9 7.9
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 － － 3 － 2 1
100.0 － － 50.0 － 33.3 16.7
 53付録2003年調査結果
Ⅱ－15表　従業員規模別
全　
体
0 10
％
未
満
10
〜
30
％
未
満
30
〜
50
％
未
満
50
％
以
上
無
回
答
0～ 4人
151 96 － 4 4 33 14
100.0 63.6 － 2.6 2.6 21.9 9.3
5～ 9人
50 21 － 18 4 4 3
100.0 42.0 － 36.0 8.0 8.0 6.0
10～29人
73 22 8 29 5 8 1
100.0 30.1 11.0 39.7 6.8 11.0 1.4
30人以上
32 5 8 14 2 2 1
100.0 15.6 25.0 43.8 6.3 6.3 3.1
Ⅱ－11図　パート・アルバイト数の傾向
N=306
１．増加した
２．減少した
13.1%不明
16.7%
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Ⅲ　調査結果の分析
1　経営の状況
Ⅲ－ 1図　直近の年間売上高
N=306
1000万円未満
15.0%
1000万～3000万円未満
18.6%
3000万～5000万円未満
10.5%5000万～1億円未満
12.1%
1億～2億円未満
16.3%
２億～３億円未満
9.8%
３億～５億円未満
2.0%
5億～10億円未満
5.2%
10億円以上
7.8%
不明
2.6%
Ⅲ－ 1表　後継者の有無別
全　
体
1
0
0
0
万
円
未
満
1
0
0
0
万
〜
3
0
0
0
万
円
未
満
3
0
0
0
万
〜
5
0
0
0
万
円
未
満
5
0
0
0
万
〜
1
億
円
未
満
1
億
〜
2
億
円
未
満
2
億
〜
3
億
円
未
満
3
億
〜
5
億
円
未
満
5
億
〜
10
億
円
未
満
10
億
円
以
上
無
回
答
後継者がいる
156 6 24 11 19 32 21 6 14 19 4
100.0 3.8 15.4 7.1 12.2 20.5 13.5 3.8 9.0 12.2 2.6
後継者がいない
147 39 33 21 17 18 9 － 2 4 4
100.0 26.5 22.4 14.3 11.6 12.2 6.1 － 1.4 2.7 2.7
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Ⅲ－ 2表　業態別
全　
体
1
0
0
0
万
円
未
満
1
0
0
0
万
〜
3
0
0
0
万
円
未
満
3
0
0
0
万
〜
5
0
0
0
万
円
未
満
5
0
0
0
万
〜
1
億
円
未
満
1
億
〜
2
億
円
未
満
2
億
〜
3
億
円
未
満
3
億
〜
5
億
円
未
満
5
億
〜
10
億
円
未
満
10
億
円
以
上
不　
明
全　体
306 46 57 32 37 50 30 6 16 24 8
100.0 15.0 18.6 10.5 12.1 16.3 9.8 2.0 5.2 7.8 2.6
自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド有り）
50 － 4 2 7 14 3 1 6 12 1
100.0 － 8.0 4.0 14.0 28.0 6.0 2.0 12.0 24.0 2.0
自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド無し）
21 3 4 2 2 4 3 － － 3 －
100.0 14.3 19.0 9.5 9.5 19.0 14.3 － － 14.3 －
独立した加工専門企業
45 4 7 4 8 9 3 2 3 2 3
100.0 8.9 15.6 8.9 17.8 20.0 6.7 4.4 6.7 4.4 6.7
自社製品製造兼下請製造
企業
44 7 6 2 5 7 6 2 3 5 1
100.0 15.9 13.6 4.5 11.4 15.9 13.6 4.5 6.8 11.4 2.3
第 1次下請企業
49 7 13 7 6 4 7 1 3 1 －
100.0 14.3 26.5 14.3 12.2 8.2 14.3 2.0 6.1 2.0 －
第 2次・ 3次下請企業
24 1 6 6 2 5 2 － － － 2
100.0 4.2 25.0 25.0 8.3 20.8 8.3 － － － 8.3
賃加工業（材料支給）
65 23 15 8 7 7 3 － 1 1 －
100.0 35.4 23.1 12.3 10.8 10.8 4.6 － 1.5 1.5 －
その他
7 1 2 1 － － 3 － － － －
100.0 14.3 28.6 14.3 － － 42.9 － － － －
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Ⅲ－ 3表　業種区分別
全　
体
1
0
0
0
万
円
未
満
1
0
0
0
万
〜
3
0
0
0
万
円
未
満
3
0
0
0
万
〜
5
0
0
0
万
円
未
満
5
0
0
0
万
〜
1
億
円
未
満
1
億
〜
2
億
円
未
満
2
億
〜
3
億
円
未
満
3
億
〜
5
億
円
未
満
5
億
〜
10
億
円
未
満
10
億
円
以
上
無
回
答
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 2 4 － 1 2 1 － － 1 －
100.0 18.2 36.4 － 9.1 18.2 9.1 － － 9.1 －
パルプ・紙、出版・
印刷
57 6 14 7 8 9 7 － 1 4 1
100.0 10.5 24.6 12.3 14.0 15.8 12.3 － 1.8 7.0 1.8
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 8 7 2 9 5 4 3 2 5 2
100.0 17.0 14.9 4.3 19.1 10.6 8.5 6.4 4.3 10.6 4.3
鉄鋼、非鉄金属
14 2 1 2 3 2 1 － 2 1 －
100.0 14.3 7.1 14.3 21.4 14.3 7.1 － 14.3 7.1 －
金属製品
133 25 24 19 12 26 12 － 7 4 4
100.0 18.8 18.0 14.3 9.0 19.5 9.0 － 5.3 3.0 3.0
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 2 6 2 3 5 5 2 4 8 1
100.0 5.3 15.8 5.3 7.9 13.2 13.2 5.3 10.5 21.1 2.6
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 1 1 － 1 1 － 1 － 1 －
100.0 16.7 16.7 － 16.7 16.7 － 16.7 － 16.7 －
Ⅲ－ 4表　従業員規模別
全　
体
1
0
0
0
万
円
未
満
1
0
0
0
万
〜
3
0
0
0
万
円
未
満
3
0
0
0
万
〜
5
0
0
0
万
円
未
満
5
0
0
0
万
〜
1
億
円
未
満
1
億
〜
2
億
円
未
満
2
億
〜
3
億
円
未
満
3
億
〜
5
億
円
未
満
5
億
〜
10
億
円
未
満
10
億
円
以
上
無
回
答
1～ 4人
151 43 53 26 17 9 － － － － 3
100.0 28.5 35.1 17.2 11.3 6.0 － － － － 2.0
5～ 9人
50 2 3 6 16 15 6 － 1 － 1
100.0 4.0 6.0 12.0 32.0 30.0 12.0 － 2.0 － 2.0
10～29人
73 1 1 － 4 25 22 5 10 2 3
100.0 1.4 1.4 － 5.5 34.2 30.1 6.8 13.7 2.7 4.1
30人以上
32 － － － － 1 2 1 5 22 1
100.0 － － － － 3.1 6.3 3.1 15.6 68.8 3.1
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【参考資料】売上規模について
全　
体
5
0
0
0
万
円
未
満
5
0
0
0
万
〜
1
億
円
未
満
1
億
〜
3
億
円
未
満
3
億
〜
5
億
円
未
満
5
億
〜
10
億
円
未
満
10
億
〜
30
億
円
未
満
30
億
〜
50
億
円
未
満
50
億
円
以
上
無
回
答
N=148 20.3 12.8 27.0 12.8 6.1 10.8 3.4 4.7 2.0
‘96東大阪市製造業実態調査
Ⅲ－ 2図　 3年前対比のこの 1年の収入・収益の傾向
N=306
増収増益
増収減益
減収増益
10.1%
不明
Ⅲ－ 5表　後継者の有無別
全　
体
増
収
増
益
増
収
減
益
減
収
増
益
減
収
減
益
無
回
答
後継者がいる
156 22 19 16 95 4
100.0 14.1 12.2 10.3 60.9 2.6
後継者がいない
147 8 13 15 110 1
100.0 5.4 8.8 10.2 74.8 0.7
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Ⅲ－ 6表　業態別
全　
体
増
収
増
益
増
収
減
益
減
収
増
益
減
収
減
益
不　
明
全　体
306 30 32 31 208 5
100.0 9.8 10.5 10.1 68.0 1.6
自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド有り）
50 7 6 8 29 －
100.0 14.0 12.0 16.0 58.0 －
自社製品を持つ製造企業
（自社ブランド無し）
21 3 4 1 11 2
100.0 14.3 19.0 4.8 52.4 9.5
独立した加工専門企業
45 4 7 3 29 2
100.0 8.9 15.6 6.7 64.4 4.4
自社製品製造兼下請製造企
業
44 4 4 5 30 1
100.0 9.1 9.1 11.4 68.2 2.3
第 1次下請企業
49 5 4 7 33 －
100.0 10.2 8.2 14.3 67.3 －
第 2次・ 3次下請企業
24 1 2 1 20 －
100.0 4.2 8.3 4.2 83.3 －
賃加工業（材料支給）
65 5 5 6 49 －
100.0 7.7 7.7 9.2 75.4 －
その他
7 1 － － 6 －
100.0 14.3 － － 85.7 －
Ⅲ－ 7表　業種区分別
全　
体
増
収
増
益
増
収
減
益
減
収
増
益
減
収
減
益
無
回
答
食料品、飲料・たばこ・飼料、
繊維、衣服、木材、家具
11 2 － 1 8 －
100.0 18.2 － 9.1 72.7 －
パルプ・紙、出版・印刷
57 4 4 8 40 1
100.0 7.0 7.0 14.0 70.2 1.8
化学、石油・石炭、プラス
チック、ゴム
47 3 7 5 30 2
100.0 6.4 14.9 10.6 63.8 4.3
鉄鋼、非鉄金属
14 1 2 4 7 －
100.0 7.1 14.3 28.6 50.0 －
金属製品
133 12 15 9 95 2
100.0 9.0 11.3 6.8 71.4 1.5
一般機械、電気機械、輸送
用機械、精密機械
38 7 4 2 25 －
100.0 18.4 10.5 5.3 65.8 －
なめし革、窯業・土石、その
他製造業
6 1 － 2 3 －
100.0 16.7 － 33.3 50.0 －
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Ⅲ－ 8表　従業員規模別
全　
体
増
収
増
益
増
収
減
益
減
収
増
益
減
収
減
益
無
回
答
1～ 4人
151 10 6 12 122 1
100.0 6.6 4.0 7.9 80.8 0.7
5～ 9人
50 3 7 7 32 1
100.0 6.0 14.0 14.0 64.0 2.0
10～29人
73 9 13 7 42 2
100.0 12.3 17.8 9.6 57.5 2.7
30人以上
32 8 6 5 12 1
100.0 25.0 18.8 15.6 37.5 3.1
Ⅲ－ 3図　従業員規模別「増収増益」の分布（単位：％）
0
5
10
15
20
25
30
6.6 6.0
12.3
25.0
1～４人 ５～９人 １０～２９人 ３０人以上
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Ⅲ－ 4図　従業員規模別「減収減益」の分布（単位：％）
80.8
64.0
57.5
37.5
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
1～４人 ５～９人 １０～２９人 ３０人以上
Ⅲ－ 9表　売上高別
全　
体
増
収
増
益
増
収
減
益
減
収
増
益
減
収
減
益
無
回
答
3000万円未満
103 6 5 7 83 2
100.0 5.8 4.9 6.8 80.6 1.9
3000万円～ 1億円未満
69 4 7 9 49 －
100.0 5.8 10.1 13.0 71.0 －
1億円～ 3億円未満
80 9 11 9 50 1
100.0 11.3 13.8 11.3 62.5 1.3
3億円以上
46 11 8 4 22 1
100.0 23.9 17.4 8.7 47.8 2.2
Ⅲ－ 5図　売上規模別「増収増益」の分布（単位：％）
5.8 5.8 5.8
11.3
23.9
0
5
10
15
20
25
30
3000万円未満 3000万円～
１億円
１億円～
３億円未満
１億円～
３億円未満
３億円以上
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Ⅲ－ 6図　売上規模別「減収減益」の分布（単位：％）
80.6
71.0 71.0
62.5
47.8
0
10
20
30
40
50
60
70
80
90
3000万円未満 3000万円～
１億円
１億円～
３億円未満
１億円～
３億円未満
３億円以上
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増収増益と回答した事業所の原因・理由
受注が増えている。（5）
得意先が増えた。（3）
新製品のヒット。（3）
売上が増えた。（3）
海外への拡販。（2）
営業努力、経費削減。（2）
多品種多量。（2）
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2000年 4月からスタートした公的介護保険制度により市場が増加した。
同業者解散による。
創立して 3年目で前より少しずつ増えている。
展示会への出品。
業務を拡大した。
生産性の見直し。
3年前に脱サラ。
単価を下げた。
オンリーワン製品を製造している。
営業活動に力を入れ出来る限り得意先のニーズに答えられる様、努力した。
設備投資（新設）した。
高付加価値。
4年前より合理化投資を毎年連続的に行っている。
少しずつ知られてきた。
増収減益と回答した事業所の原因・理由
単位の減少・価格の低下。（7）
売上の割に利益が少なくなった（コストダウン、材料の値上げ等）。（3）
コストダウン。（2）
経費がかかった。（2）
市況の低迷。（2）
景気が上向いてきた。
細かい製品を仕上げられる。
主な取引先が中国に工場建設。
価格のアンバランス。
24時間をフルに機械を動かしている。
コスト削減。
工場での生産、多品種少ロット。
外注100％（どこでも仕事をしてくれる所があるから）。
新素材への加工が可能になった。
得意先の増加。
得意先の減少。
単価が下がり材料が値上がりしたため、より多くの仕事をこなし帳尻をあわせている。
景気回復悪く、単価が安くなって労働時間が長くなっている。
人件費が増えた。
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代替品になった。
減収増益と回答した事業所の原因・理由
景気の悪化。（9）
受注（仕事）の減少。（4）
海外に納品をした。（2）
リストラを含めた企業努力。（2）
外注物の受注～内製物を増した。
当社製品の消費先である印刷会社の減少による。
加工賃ウエイトの高い商品を受注した。
経費の節約（合理化）をした。
中国製品の輸入による単価安値のため材料は独裁的な値上りをし、国内の中小企業を潰す様
売上より採算重視の方針に変更した。な経営を大企業が行っている。
国内販売のため 1ヶ当りのマージンが大きい。
建築物件数の減少。
外国製造されている。
コストダウン。
受注生産のみの加工による。
大量生産する。
年齢的に仕事を減して、電話 1本でやっている。
減収減益と回答した事業所の原因・理由
不景気。（71）
仕事（受注）の減少。（37）
中国や他アジアで製造される商品が増えた（メーカーの海外進出を含む）。（26）
売上単価のダウン。（13）
得意先の廃業、業績の悪化。（8）
コストダウンの要求がきびしい。（7）
価格競争。（4）
材料費の高騰。（4）
価格の下落。（3）
政治の影響。（3）
売価高の低下。（3）
加工賃の値下。（2）
ロットの減数。（2）
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過当競争。
3年前の売上が過去最大であったことによる。
繊維の安売り。
新しい参入者の増加。
OA化。
大手が減った。
他社が減った。
取引先の転換（社長の入れ代り）情勢。
印刷形態の変化。
パイが小さくなった。
製造業者の海外移転、製造業者の廃業。
親企業の外国へ移転。
メーカーがアジア等、生産を海外にシフトした。
メーカー製造台数減少。
加齢による体力の低下、要介護状態となった妻の介護による疲労。
タックシールは製品に貼るものなので製品が売れなければシールも売れない。
経費のダウンの比率が悪くなってきている。
特註品が多くなり生産性が低下した。
製品が売止り。
国内での需要の減少、中国からの安い製品の入荷。
休みが多くなった。
育成しない大企業の不勉強。
社長が休んでいて休職中だから家族だけでしている。
売上減少。
子どもの数減少。
多種小ロットの為。
景気が悪く輸出が減少。
円高。
半導体産業の不況。
加工代金が安い。
社会不況、多量品の海外生産。
小ロット短納期による作業ロス。
消費低迷のあおりで小口化になった。
製品金額が安い。
売上が減少している。
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船舶（フェリー）官公庁の仕事が減った。
ライバル会社（競争相手）の増加。
デフレ。
消費不信。
取扱いスクラップの数量の大幅な減少。
加工賃下落。
分社化。
値下げ競争により利益率低下、出荷数量は変化なし。
輸出・輸入の減少。
中国へ流れた。
主力製品の海外移転。
テロ問題（パスポートケースが出ない）。
全体的に縮小している。
販売減。
不景気で製造量が減って安くなっている。
消費低迷・デフレ・買たたき。
売上の減少。
とにかく安い。納期がない。
値下り（製品）。
Ⅲ－ 7図　今年の 9月以降の受注動向
N=306
急速に減少
12.1%
急速に増加不明
0.3%
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Ⅲ－10表　後継者の有無別
全　
体
急
速
に
増
加
や
や
増
加
変
化
な
し
や
や
減
少
急
速
に
減
少
無
回
答
後継者がいる
156 2 48 48 44 13 1
100.0 1.3 30.8 30.8 28.2 8.3 0.6
後継者がいない
147 3 22 52 46 24 －
100.0 2.0 15.0 35.4 31.3 16.3 －
Ⅲ－11表　業態別
全　
体
急
速
に
増
加
や
や
増
加
変
化
な
し
や
や
減
少
急
速
に
減
少
無
回
答
自社製品あり
115 3 30 35 32 14 1
100.0 2.6 26.1 30.4 27.8 12.2 0.9
独立加工専門
45 1 12 20 8 4 －
100.0 2.2 26.7 44.4 17.8 8.9 －
下請
73 － 13 26 26 8 －
100.0 － 17.8 35.6 35.6 11.0 －
賃加工・その他
72 1 16 19 25 11 －
100.0 1.4 22.2 26.4 34.7 15.3 －
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Ⅲ－12表　業種区分別
全　
体
急
速
に
増
加
や
や
増
加
変
化
な
し
や
や
減
少
急
速
に
減
少
無
回
答
食料品、飲料・たばこ・飼料、
繊維、衣服、木材、家具
11 － 3 4 3 1 －
100.0 － 27.3 36.4 27.3 9.1 －
パルプ・紙、出版・印刷
57 2 10 17 19 9 －
100.0 3.5 17.5 29.8 33.3 15.8 －
化学、石油・石炭、プラス
チック、ゴム
47 2 11 19 10 5 －
100.0 4.3 23.4 40.4 21.3 10.6 －
鉄鋼、非鉄金属
14 － 5 1 6 2 －
100.0 － 35.7 7.1 42.9 14.3 －
金属製品
133 － 29 48 42 14 －
100.0 － 21.8 36.1 31.6 10.5 －
一般機械、電気機械、輸送
用機械、精密機械
38 － 13 8 10 6 1
100.0 － 34.2 21.1 26.3 15.8 2.6
なめし革、窯業・土石、その
他製造業
6 1 － 3 2 － －
100.0 16.7 － 50.0 33.3 － －
Ⅲ－13表　従業員規模別
全　
体
急
速
に
増
加
や
や
増
加
変
化
な
し
や
や
減
少
急
速
に
減
少
無
回
答
1～ 4人
151 2 21 52 50 26 －
100.0 1.3 13.9 34.4 33.1 17.2 －
5～ 9人
50 － 14 17 12 7 －
100.0 － 28.0 34.0 24.0 14.0 －
10～29人
73 3 23 24 18 4 1
100.0 4.1 31.5 32.9 24.7 5.5 1.4
30人以上
32 － 13 7 12 － －
100.0 － 40.6 21.9 37.5 － －
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Ⅲ－14表　売上高別
全　
体
急
速
に
増
加
や
や
増
加
変
化
な
し
や
や
減
少
急
速
に
減
少
無
回
答
3000万円未満
103 1 10 32 37 23 －
100.0 1.0 9.7 31.1 35.9 22.3 －
3000万円～ 1億円未満
69 1 19 25 17 7 －
100.0 1.4 27.5 36.2 24.6 10.1 －
1億円～ 3億円未満
80 2 24 28 21 5 －
100.0 2.5 30.0 35.0 26.3 6.3 －
3億円以上
46 1 17 11 15 1 1
100.0 2.2 37.0 23.9 32.6 2.2 2.2
Ⅲ－15表　創業年別
全　
体
急
速
に
増
加
や
や
増
加
変
化
な
し
や
や
減
少
急
速
に
減
少
無
回
答
1944年以前
34 － 11 7 11 5 －
100.0 － 32.4 20.6 32.4 14.7 －
1945～1959年
77 － 17 25 28 7 －
100.0 － 22.1 32.5 36.4 9.1 －
1960～1969年
72 － 17 25 21 8 1
100.0 － 23.6 34.7 29.2 11.1 1.4
1970～1979年
60 1 12 21 15 11 －
100.0 1.7 20.0 35.0 25.0 18.3 －
1980～1989年
33 4 6 9 11 3 －
100.0 12.1 18.2 27.3 33.3 9.1 －
1990～1999年
18 － 5 9 4 － －
100.0 － 27.8 50.0 22.2 － －
2000年以降
7 － 3 2 1 1 －
100.0 － 42.9 28.6 14.3 14.3 －
 （　）は件数
急速に増加と回答した事業所の原因・理由
季節要因。（2）
生産の向上。
新しい仕事を受注した。
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小量多品種である。
やや増加と回答した事業所の原因・理由
受注が増えた。（16）
景気が上向いてきた。（8）
季節要因。（7）
新規取引先の拡大。（3）
海外取引の増加。（2）
継続加工品の受注が順調だったため。
品質管理。
努力。
業務拡大した。
会社内での作業工賃増加（仕事量増加）。
特別な注文も少量でも受けている。
得意先の中国工場開設向け設備。
各ユーザーの機械設備の更新。
単価を下げた。
安売り。
不景気による。
半導体産業の回復。
同業者よりの仕事の増加。
外注100％
住宅ローンの減税が年内で終止する影響。
得意先のキャンペーン。
技術力。
限定された商品の特別な需要増（殺菌加工可能であるとの情報の伝達）。
新製品が出て来た。
材料の値上りが進むため、前だおしで注文が出る。
中国への移転。
季節商品の為、天候等に左右されやすい。
液晶関連の受注の増加。
造船向けの増加。
海外の品物が流れ出した。（台湾新幹線）
ヤング向の商品が少数多品目。
切れずに次の注文が来る。
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材料費等の値上りで売上は増えたが、内容が併はない。
去年が悪すぎた。
企業のできた年が14年なので比べられない。
わからない。（2）
変化なしと回答した事業所の原因・理由
受注がかわらない。（11）
景気が良くならない。（5）
得意先、商品がだいたい決まっている。（2）
OA化。
取引先が同じ。
タックシールは製品に貼るものなので製品が動かなければシールは売れない。
その年によってサイクルが大きく変化するが、今年はたまたま昨年と変化がなかった。
中小企業からの受註が少ない。
メーカーが減っている。
仕事が少ない。
建築物件の量は低下したが、看板類の加工で落ち込みをカバーした。
一般企業の不況。
テロ問題（パスポートケースが出ない）。
海外生産の増加に伴い、国内生産が減少した。
非常なニッチな業種である。
製品単価の低下。
経済活動の平坦化。
悪いままで横這い。
月によって波はあるが、あまり変化はない。
比べるものがまだない。
やや減少と回答した事業所の原因・理由
不況の影響。（26）
受注（仕事量）が減っている。（15）
中国など国外生産への移行の増加に依る国内生産の減少。（10）
倒産、海外進出などによる得意先の減少。（6）
業界各社の新製品投入等により、ユーザーの買い控え（模様眺め）が見られることと市場の
伸びが鈍化したことによる。
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印刷業界の景況悪化。
製品開発のおくれ。
加工依頼の減少。
人手がない。
（前年比において減少）カーメーカーの生産台数によって左右されやすい。12月後半は良。
ただ見積りするだけで、単価の折合いがつかない。
子どもの数の減少。
親会社の内製化及び転注。
政治不信。
円高の関係。
在庫を持たなくなった。
単価の下落。
コストが下っている。
製造業者の海外移転、製造業者の廃業。
飽和状態。
業界が悪い。
業界全休減少。
建築物件数の減少。
ライバル会社（競争相手）の増加。
印刷業界の不況。
材料費の高騰。
需要の低下による。
急速に減少した後やや減少が続いている。（ 3～ 4年前）
市場での差。
相手が悪い（上しだい）。
主要物は10月迄多忙。
消費低迷・デフレ・買たたき。
売上の減少。
公共事業の削減。
コスト単価が安い。
前年度より減少。
よくわからない。
急速に減少と回答した事業所の原因・理由
不況の影響。（10）
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中国発注、生産がほとんどになった。（4）
得意先、親企業の廃業、業績の悪化。（3）
仕事の減少。（2）
小泉の政策。（2）
経費節減による。
注文が減ってる。
同業者が多過ぎる。
9月以降12月まではやや減少、来年 1月より海外生産による。
コストが安い。
国内での需要の減少。
育成しない大企業の不勉強。
大手よりの受注減少。
仕事が少ない（外国から入っているので）。
メーカーが外国に行っている。
外国製品の低価額。
円高の為。
製造業の空洞化。
海外シフトと需要（受注）減。
今の世の中こんなもの。
わからない。（3）
Ⅲ－ 8図　ここ 3年間の主要取引先の増減
N=306
不明
0.7%
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Ⅲ－16表　後継者の有無別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
無
回
答
後継者がいる
156 27 78 51 －
100.0 17.3 50.0 32.7 －
後継者がいない
147 13 59 73 2
100.0 8.8 40.1 49.7 1.4
Ⅲ－17表　業態別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
無
回
答
自社製品あり
115 18 58 38 1
100.0 15.7 50.4 33.0 0.9
独立加工専門
45 7 22 16 －
100.0 15.6 48.9 35.6 －
下請
73 7 31 35 －
100.0 9.6 42.5 47.9 －
賃加工・その他
72 9 25 37 1
100.0 12.5 34.7 51.4 1.4
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Ⅲ－18表　業種区分別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
無
回
答
食料品、飲料・たばこ・飼料、
繊維、衣服、木材、家具
11 4 2 5 －
100.0 36.4 18.2 45.5 －
パルプ・紙、出版・印刷
57 8 22 27 －
100.0 14.0 38.6 47.4 －
化学、石油・石炭、プラス
チック、ゴム
47 10 20 17 －
100.0 21.3 42.6 36.2 －
鉄鋼、非鉄金属
14 3 5 6 －
100.0 21.4 35.7 42.9 －
金属製品
133 7 66 59 1
100.0 5.3 49.6 44.4 0.8
一般機械、電気機械、輸送
用機械、精密機械
38 9 17 11 1
100.0 23.7 44.7 28.9 2.6
なめし革、窯業・土石、その
他製造業
6 － 5 1 －
100.0 － 83.3 16.7 －
Ⅲ－19表　従業員規模別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
無
回
答
1～ 4人
151 10 59 81 1
100.0 6.6 39.1 53.6 0.7
5～ 9人
50 8 26 16 －
100.0 16.0 52.0 32.0 －
10～29人
73 15 37 21 －
100.0 20.5 50.7 28.8 －
30人以上
32 8 15 8 1
100.0 25.0 46.9 25.0 3.1
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Ⅲ－20表　売上高別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
無
回
答
3000万円未満
103 6 33 63 1
100.0 5.8 32.0 61.2 1.0
3000万円～ 1億円未満
69 8 34 27 －
100.0 11.6 49.3 39.1 －
1億円～ 3億円未満
80 15 43 22 －
100.0 18.8 53.8 27.5 －
3億円以上
46 11 23 11 1
100.0 23.9 50.0 23.9 2.2
【参考資料】主要販売先の件数について
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
無
回
答
N=974 14.0 52.2 29.4 4.5
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Ⅲ－ 9図　外注先の件数
N=306
不明
3.6%
増加傾向
外注先なし
17.0%
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Ⅲ－21表　後継者の有無別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
後継者がいる
156 15 78 46 13 4
100.0 9.6 50.0 29.5 8.3 2.6
後継者がいない
147 7 48 46 39 7
100.0 4.8 32.7 31.3 26.5 4.8
Ⅲ－22表　業態別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
自社製品あり
115 11 54 31 13 6
100.0 9.6 47.0 27.0 11.3 5.2
独立加工専門
45 3 22 13 7 －
100.0 6.7 48.9 28.9 15.6 －
下請
73 3 28 31 10 1
100.0 4.1 38.4 42.5 13.7 1.4
賃加工・その他
72 5 22 19 22 4
100.0 6.9 30.6 26.4 30.6 5.6
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Ⅲ－23表　業種区分別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
食料品、飲料・たばこ・飼料、
繊維、衣服、木材、家具
11 3 2 4 1 1
100.0 27.3 18.2 36.4 9.1 9.1
パルプ・紙、出版・印刷
57 4 22 15 16 －
100.0 7.0 38.6 26.3 28.1 －
化学、石油・石炭、プラス
チック、ゴム
47 3 18 15 8 3
100.0 6.4 38.3 31.9 17.0 6.4
鉄鋼、非鉄金属
14 － 7 3 3 1
100.0 － 50.0 21.4 21.4 7.1
金属製品
133 8 55 45 21 4
100.0 6.0 41.4 33.8 15.8 3.0
一般機械、電気機械、輸送
用機械、精密機械
38 4 19 11 2 2
100.0 10.5 50.0 28.9 5.3 5.3
なめし革、窯業・土石、その
他製造業
6 － 4 1 1 －
100.0 － 66.7 16.7 16.7 －
Ⅲ－24表　従業員規模別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
1～ 4人
151 6 45 52 40 8
100.0 4.0 29.8 34.4 26.5 5.3
5～ 9人
50 6 23 13 8 －
100.0 12.0 46.0 26.0 16.0 －
10～29人
73 7 44 17 3 2
100.0 9.6 60.3 23.3 4.1 2.7
30人以上
32 3 15 12 1 1
100.0 9.4 46.9 37.5 3.1 3.1
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Ⅲ－25表　売上高別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
3000万円未満
103 5 22 37 33 6
100.0 4.9 21.4 35.9 32.0 5.8
3000万円～ 1億円未満
69 5 30 21 12 1
100.0 7.2 43.5 30.4 17.4 1.4
1億円～ 3億円未満
80 7 47 17 6 3
100.0 8.8 58.8 21.3 7.5 3.8
3億円以上
46 4 24 16 1 1
100.0 8.7 52.2 34.8 2.2 2.2
Ⅲ－26表　主要販売先件数の傾向別
全　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
増加傾向
41 16 17 6 2 －
100.0 39.0 41.5 14.6 4.9 －
横這い傾向
137 5 93 16 19 4
100.0 3.6 67.9 11.7 13.9 2.9
減少傾向
126 1 16 72 31 6
100.0 0.8 12.7 57.1 24.6 4.8
【参考資料】外注先の件数について
全　
　
体
増
加
傾
向
横
這
い
傾
向
減
少
傾
向
外
注
先
な
し
無
回
答
N=974 9.0 45.3 19.1 18.1 8.5
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Ⅲ－10図　製造（加工）している主要製品について
N=306
少品種多量品
8.5%
特注・試作品
11.8%
少品種少量品
20.6%
多品種多量品
11.1%
不明
1.0%
Ⅲ－27表　後継者の有無別
全　
体
少
品
種
多
量
品
多
品
種
少
量
品
特
注
・
試
作
品
少
品
種
少
量
品
多
品
種
多
量
品
無
回
答
後継者がいる
156 16 79 20 19 21 1
100.0 10.3 50.6 12.8 12.2 13.5 0.6
後継者がいない
147 10 65 16 41 13 2
100.0 6.8 44.2 10.9 27.9 8.8 1.4
Ⅲ－28表　業態別
全　
体
少
品
種
多
量
品
多
品
種
少
量
品
特
注
・
試
作
品
少
品
種
少
量
品
多
品
種
多
量
品
無
回
答
自社製品あり
115 15 56 13 14 16 1
100.0 13.0 48.7 11.3 12.2 13.9 0.9
独立加工専門
45 3 21 9 10 1 1
100.0 6.7 46.7 20.0 22.2 2.2 2.2
下請
73 2 36 10 18 7 －
100.0 2.7 49.3 13.7 24.7 9.6 －
賃加工・その他
72 5 31 4 21 10 1
100.0 6.9 43.1 5.6 29.2 13.9 1.4
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Ⅲ－29表　業種区分別
全　
体
少
品
種
多
量
品
多
品
種
少
量
品
特
注
・
試
作
品
少
品
種
少
量
品
多
品
種
多
量
品
無
回
答
食料品、飲料・たばこ・飼料、
繊維、衣服、木材、家具
11 1 5 2 2 1 －
100.0 9.1 45.5 18.2 18.2 9.1 －
パルプ・紙、出版・印刷
57 7 24 8 8 9 1
100.0 12.3 42.1 14.0 14.0 15.8 1.8
化学、石油・石炭、プラス
チック、ゴム
47 4 23 7 10 2 1
100.0 8.5 48.9 14.9 21.3 4.3 2.1
鉄鋼、非鉄金属
14 1 7 － 4 2 －
100.0 7.1 50.0 － 28.6 14.3 －
金属製品
133 6 58 16 34 18 1
100.0 4.5 43.6 12.0 25.6 13.5 0.8
一般機械、電気機械、輸送
用機械、精密機械
38 5 24 3 4 2 －
100.0 13.2 63.2 7.9 10.5 5.3 －
なめし革、窯業・土石、その
他製造業
6 2 3 － 1 － －
100.0 33.3 50.0 － 16.7 － －
Ⅲ－30表　従業員規模別
全　
体
少
品
種
多
量
品
多
品
種
少
量
品
特
注
・
試
作
品
少
品
種
少
量
品
多
品
種
多
量
品
無
回
答
1～ 4人
151 12 52 22 53 10 2
100.0 7.9 34.4 14.6 35.1 6.6 1.3
5～ 9人
50 3 30 8 2 7 －
100.0 6.0 60.0 16.0 4.0 14.0 －
10～29人
73 8 43 4 5 12 1
100.0 11.0 58.9 5.5 6.8 16.4 1.4
30人以上
32 3 19 2 3 5 －
100.0 9.4 59.4 6.3 9.4 15.6 －
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Ⅲ－11図　従業員規模別「少品種少量品」の生産状況（単位：％）
1～４人 ５～９人 １０～２９人 ３０人以上
35.1
4.0
6.8
9.4
0
5
10
15
20
25
30
35
40
Ⅲ－12図　従業員規模別「多品種少量品」の企業の比率（単位：％）
1～４人 ５～９人 １０～２９人 ３０人以上
34.4
60.0 58.9 59.4
0
10
20
30
40
50
60
70
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Ⅲ－31表　売上高別
全　
体
少
品
種
多
量
品
多
品
種
少
量
品
特
注
・
試
作
品
少
品
種
少
量
品
多
品
種
多
量
品
無
回
答
3000万円未満
103 9 35 11 43 5 －
100.0 8.7 34.0 10.7 41.7 4.9 －
3000万円～ 1億円未満
69 3 31 15 13 6 1
100.0 4.3 44.9 21.7 18.8 8.7 1.4
1億円～ 3億円未満
80 8 46 6 3 15 2
100.0 10.0 57.5 7.5 3.8 18.8 2.5
3億円以上
46 5 31 3 2 5 －
100.0 10.9 67.4 6.5 4.3 10.9 －
Ⅲ－13図　売上高別「多品種少量品」の企業の比率
3000万円未満 3000万円～
１億円未満
１億円～
３億円未満
３億円以上
34.0
44.9
57.5
67.4
0
10
20
30
40
50
60
70
80
【参考資料】事業所主要製品について
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Ⅲ－14図　海外生産
4.2
80.7
1.3
2.3
2.0
4.6
3.3
4.2
0.0
自社（関連会社）で海外生産している
海外で委託生産している
海外で部品調達している
海外での生産を検討している
海外での委託生産を検討している
海外での部品調達を検討している
海外生産を行う考えはない
その他
N=306
20.0 40.0 60.0 80.0 100.0
Ⅲ－32表　後継者の有無別
全　
体
自
社
（
関
連
会
社
）
で
海
外
生
産
し
て
い
る
海
外
で
委
託
生
産
し
て
い
る
海
外
で
部
品
調
達
し
て
い
る
海
外
で
の
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
委
託
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
部
品
調
達
を
検
討
し
て
い
る
海
外
生
産
を
行
う
考
え
は
な
い
そ
の
他
後継者がいる
156 8 8 9 3 5 4 119 5
100.0 5.1 5.1 5.8 1.9 3.2 2.6 76.3 3.2
後継者がいない
147 5 2 5 3 2 － 125 7
100.0 3.4 1.4 3.4 2.0 1.4 － 85.0 4.8
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Ⅲ－33表　業態別
全　
体
自
社
（
関
連
会
社
）
で
海
外
生
産
し
て
い
る
海
外
で
委
託
生
産
し
て
い
る
海
外
で
部
品
調
達
し
て
い
る
海
外
で
の
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
委
託
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
部
品
調
達
を
検
討
し
て
い
る
海
外
生
産
を
行
う
考
え
は
な
い
そ
の
他
自社製品あり
115 9 8 8 3 3 3 83 4
100.0 7.8 7.0 7.0 2.6 2.6 2.6 72.2 3.5
独立加工専門
45 2 － 2 1 2 － 39 1
100.0 4.4 － 4.4 2.2 4.4 － 86.7 2.2
下請
73 1 1 2 1 2 1 63 3
100.0 1.4 1.4 2.7 1.4 2.7 1.4 86.3 4.1
賃加工・その他
72 1 1 2 1 － － 61 5
100.0 1.4 1.4 2.8 1.4 － － 84.7 6.9
Ⅲ－34表　業種区分別
全　
体
自
社
（
関
連
会
社
）
で
海
外
生
産
し
て
い
る
海
外
で
委
託
生
産
し
て
い
る
海
外
で
部
品
調
達
し
て
い
る
海
外
で
の
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
委
託
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
部
品
調
達
を
検
討
し
て
い
る
海
外
生
産
を
行
う
考
え
は
な
い
そ
の
他
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 2 1 － － － － 9 －
100.0 18.2 9.1 － － － － 81.8 －
パルプ・紙、出版・
印刷
57 3 1 － － － － 50 3
100.0 5.3 1.8 － － － － 87.7 5.3
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 4 － 2 1 － 1 38 2
100.0 8.5 － 4.3 2.1 － 2.1 80.9 4.3
鉄鋼、非鉄金属
14 － 1 1 － － － 10 1
100.0 － 7.1 7.1 － － － 71.4 7.1
金属製品
133 2 1 7 3 5 1 110 6
100.0 1.5 0.8 5.3 2.3 3.8 0.8 82.7 4.5
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 － 3 3 1 1 2 28 1
100.0 － 7.9 7.9 2.6 2.6 5.3 73.7 2.6
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 2 3 1 1 1 － 2 －
100.0 33.3 50.0 16.7 16.7 16.7 － 33.3 －
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Ⅲ－35表　従業員規模別
全　
体
自
社
（
関
連
会
社
）
で
海
外
生
産
し
て
い
る
海
外
で
委
託
生
産
し
て
い
る
海
外
で
部
品
調
達
し
て
い
る
海
外
で
の
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
委
託
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
部
品
調
達
を
検
討
し
て
い
る
海
外
生
産
を
行
う
考
え
は
な
い
そ
の
他
1～ 4人
151 2 2 4 1 － － 137 6
100.0 1.3 1.3 2.6 0.7 － － 90.7 4.0
5～ 9人
50 4 － 3 1 1 1 42 2
100.0 8.0 － 6.0 2.0 2.0 2.0 84.0 4.0
10～29人
73 3 1 3 3 3 3 52 3
100.0 4.1 1.4 4.1 4.1 4.1 4.1 71.2 4.1
30人以上
32 4 7 4 1 3 － 16 2
100.0 12.5 21.9 12.5 3.1 9.4 － 50.0 6.3
Ⅲ－36表　売上高別
全　
体
自
社
（
関
連
会
社
）
で
海
外
生
産
し
て
い
る
海
外
で
委
託
生
産
し
て
い
る
海
外
で
部
品
調
達
し
て
い
る
海
外
で
の
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
委
託
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
部
品
調
達
を
検
討
し
て
い
る
海
外
生
産
を
行
う
考
え
は
な
い
そ
の
他
3000万円未満
103 2 1 3 1 － － 93 5
100.0 1.9 1.0 2.9 1.0 － － 90.3 4.9
3000万円
 ～ 1億円未満
69 1 1 1 － － － 62 4
100.0 1.4 1.4 1.4 － － － 89.9 5.8
1億円
 ～ 3億円未満
80 3 － 4 3 3 3 64 1
100.0 3.8 － 5.0 3.8 3.8 3.8 80.0 1.3
3億円以上
46 6 8 6 2 3 1 23 3
100.0 13.0 17.4 13.0 4.3 6.5 2.2 50.0 6.5
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【参考資料】海外生産について
全　
　
体
自
社
（
関
連
会
社
）
で
海
外
生
産
し
て
い
る
海
外
で
委
託
生
産
し
て
い
る
海
外
で
部
品
調
達
し
て
い
る
海
外
で
の
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
委
託
生
産
を
検
討
し
て
い
る
海
外
で
の
部
品
調
達
を
検
討
し
て
い
る
海
外
生
産
を
行
う
考
え
は
な
い
そ
の
他
無
回
答
N＝974 2.8 2.2 2.1 0.6 0.9 1.5 61.0 3.1 28.0
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Ⅲ－15図　外国製品（中国など）との競合
N=306
競合がある
36.9%
不明
0.7%
【参考資料】 3年前に比べて、この 1年の収入・収益の平均傾向（前出、問12）
増収増益
9.8%
増収減益
10.5%
減収増益
10.1%減収減益
68.0%
不明
1.6%
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【参考資料】海外との競合について（東大阪市全域）
件　数 比　率
1 競合する 1,838 30.8%
2 競合しない 3,882 65.0%
3 製品の利用 248 4.2%
計 5,968 100.0%
東大阪市内全事業所実態調査
Ⅲ－37表　後継者の有無別
全　
体
競
合
が
あ
る
競
合
は
な
い
わ
か
ら
な
い
無
回
答
後継者がいる
156 66 53 36 1
100.0 42.3 34.0 23.1 0.6
後継者がいない
147 47 56 43 1
100.0 32.0 38.1 29.3 0.7
Ⅲ－38表　業態別
全　
体
競
合
が
あ
る
競
合
は
な
い
わ
か
ら
な
い
無
回
答
自社製品あり
115 42 51 22 －
100.0 36.5 44.3 19.1 －
独立加工専門
45 12 18 15 －
100.0 26.7 40.0 33.3 －
下請
73 25 29 19 －
100.0 34.2 39.7 26.0 －
賃加工・その他
72 34 13 23 2
100.0 47.2 18.1 31.9 2.8
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Ⅲ－39表　業種区分別
全　
体
競
合
が
あ
る
競
合
は
な
い
わ
か
ら
な
い
無
回
答
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 4 4 3 －
100.0 36.4 36.4 27.3 －
パルプ・紙、出版・
印刷
57 17 24 16 －
100.0 29.8 42.1 28.1 －
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 18 18 10 1
100.0 38.3 38.3 21.3 2.1
鉄鋼、非鉄金属
14 9 3 2 －
100.0 64.3 21.4 14.3 －
金属製品
133 50 41 41 1
100.0 37.6 30.8 30.8 0.8
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 11 20 7 －
100.0 28.9 52.6 18.4 －
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 4 2 － －
100.0 66.7 33.3 － －
Ⅲ－40　従業員規模別
全　
体
競
合
が
あ
る
競
合
は
な
い
わ
か
ら
な
い
無
回
答
1～ 4人
151 49 62 39 1
100.0 32.5 41.1 25.8 0.7
5～ 9人
50 22 13 15 －
100.0 44.0 26.0 30.0 －
10～29人
73 32 23 17 1
100.0 43.8 31.5 23.3 1.4
30人以上
32 10 14 8 －
100.0 31.3 43.8 25.0 －
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Ⅲ－41表　売上高別
全　
体
競
合
が
あ
る
競
合
は
な
い
わ
か
ら
な
い
無
回
答
3000万円未満
103 39 37 27 －
100.0 37.9 35.9 26.2 －
3000万円
 ～ 1億円未満
69 23 28 17 1
100.0 33.3 40.6 24.6 1.4
1億円
 ～ 3億円未満
80 32 25 22 1
100.0 40.0 31.3 27.5 1.3
3億円以上
46 19 17 10 －
100.0 41.3 37.0 21.7 －
Ⅲ－16図　競合相手の影響
N=113
悪影響を強く感じる
56.6%
影響を感じない
5.3%
悪影響を多少感じる
37.2%
好影響を多少感じる
0.9% 好影響を強く感じる0.0%
Ⅲ－42表　後継者の有無別
全　
体
悪
影
響
を
強
く
感
じ
る
悪
影
響
を
多
少
感
じ
る
影
響
を
感
じ
な
い
好
影
響
を
多
少
感
じ
る
好
影
響
を
強
く
感
じ
る
後継者がいる
66 31 29 5 1 －
100.0 47.0 43.9 7.6 1.5 －
後継者がいない
47 33 13 1 － －
100.0 70.2 27.7 2.1 － －
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Ⅲ－43表　業態別
全　
体
悪
影
響
を
強
く
感
じ
る
悪
影
響
を
多
少
感
じ
る
影
響
を
感
じ
な
い
好
影
響
を
多
少
感
じ
る
好
影
響
を
強
く
感
じ
る
自社製品あり
42 22 15 5 － －
100.0 52.4 35.7 11.9 － －
独立加工専門
12 4 8 － － －
100.0 33.3 66.7 － － －
下請
25 18 7 － － －
100.0 72.0 28.0 － － －
賃加工・その他
34 20 12 1 1 －
100.0 58.8 35.3 2.9 2.9 －
Ⅲ－44表　業種区分別
全　
体
悪
影
響
を
強
く
感
じ
る
悪
影
響
を
多
少
感
じ
る
影
響
を
感
じ
な
い
好
影
響
を
多
少
感
じ
る
好
影
響
を
強
く
感
じ
る
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
4 3 － 1 － －
100.0 75.0 － 25.0 － －
パルプ・紙、出版・
印刷
17 8 9 － － －
100.0 47.1 52.9 － － －
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
18 12 6 － － －
100.0 66.7 33.3 － － －
鉄鋼、非鉄金属
9 5 3 1 － －
100.0 55.6 33.3 11.1 － －
金属製品
50 29 17 3 1 －
100.0 58.0 34.0 6.0 2.0 －
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
11 5 5 1 － －
100.0 45.5 45.5 9.1 － －
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
4 2 2 － － －
100.0 50.0 50.0 － － －
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Ⅲ－45表　従業員規模別
全　
体
悪
影
響
を
強
く
感
じ
る
悪
影
響
を
多
少
感
じ
る
影
響
を
感
じ
な
い
好
影
響
を
多
少
感
じ
る
好
影
響
を
強
く
感
じ
る
1～ 4人
49 32 14 2 1 －
100.0 65.3 28.6 4.1 2.0 －
5～ 9人
22 15 6 1 － －
100.0 68.2 27.3 4.5 － －
10～29人
32 12 18 2 － －
100.0 37.5 56.3 6.3 － －
30人以上
10 5 4 1 － －
100.0 50.0 40.0 10.0 － －
Ⅲ－46表　売上高別
全　
体
悪
影
響
を
強
く
感
じ
る
悪
影
響
を
多
少
感
じ
る
影
響
を
感
じ
な
い
好
影
響
を
多
少
感
じ
る
好
影
響
を
強
く
感
じ
る
3000万円未満
39 25 11 2 1 －
100.0 64.1 28.2 5.1 2.6 －
3000万円
 ～ 1億円未満
23 15 7 1 － －
100.0 65.2 30.4 4.3 － －
1億円
 ～ 3億円未満
32 17 14 1 － －
100.0 53.1 43.8 3.1 － －
3億円以上
19 7 10 2 － －
100.0 36.8 52.6 10.5 － －
Ⅲ－17図　事業所の課題（単位：％）
4.6
7.2
47.4
4.9
26.8
35.6
35.6
24.8
0.0
製品開発力
製造技術
生産効率
品質管理
事務効率
営業力
流通・物流部門の効率
その他
（単位：％）
10.0 20.0 30.0 40.0 50.0
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Ⅲ－47表　後継者の有無別
全　
体
製
品
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
・
物
流
部
門
の
効
率
そ
の
他
後継者がいる
156 48 64 56 53 14 73 13 4
100.0 30.8 41.0 35.9 34.0 9.0 46.8 8.3 2.6
後継者がいない
147 27 44 51 29 1 72 9 10
100.0 18.4 29.9 34.7 19.7 0.7 49.0 6.1 6.8
Ⅲ－48表　業態別
全　
体
製
品
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
・
物
流
部
門
の
効
率
そ
の
他
自社製品あり
115 46 35 42 36 7 56 10 4
100.0 40.0 30.4 36.5 31.3 6.1 48.7 8.7 3.5
独立加工専門
45 10 16 19 10 3 20 4 2
100.0 22.2 35.6 42.2 22.2 6.7 44.4 8.9 4.4
下請
73 13 32 26 17 4 36 4 2
100.0 17.8 43.8 35.6 23.3 5.5 49.3 5.5 2.7
賃加工・その他
72 7 25 22 19 1 33 4 6
100.0 9.7 34.7 30.6 26.4 1.4 45.8 5.6 8.3
 93付録2003年調査結果
Ⅲ－18図　業態別自社の課題（上位 5項目のみ。単位：％）
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Ⅲ－49表　業種区分別
全　
体
製
品
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
・
物
流
部
門
の
効
率
そ
の
他
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 3 1 6 4 － 3 － 1
100.0 27.3 9.1 54.5 36.4 － 27.3 － 9.1
パルプ・紙、出版・
印刷
57 8 24 18 17 2 33 3 2
100.0 14.0 42.1 31.6 29.8 3.5 57.9 5.3 3.5
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 19 17 16 14 6 23 6 －
100.0 40.4 36.2 34.0 29.8 12.8 48.9 12.8 －
鉄鋼、非鉄金属
14 3 4 5 6 － 5 2 1
100.0 21.4 28.6 35.7 42.9 － 35.7 14.3 7.1
金属製品
133 27 46 43 31 3 58 7 9
100.0 20.3 34.6 32.3 23.3 2.3 43.6 5.3 6.8
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 15 15 18 10 4 18 3 1
100.0 39.5 39.5 47.4 26.3 10.5 47.4 7.9 2.6
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 1 2 3 － － 5 1 －
100.0 16.7 33.3 50.0 － － 83.3 16.7 －
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Ⅲ－50表　従業員規模別
全　
体
製
品
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
・
物
流
部
門
の
効
率
そ
の
他
1～ 4人
151 26 53 41 21 4 70 7 9
100.0 17.2 35.1 27.2 13.9 2.6 46.4 4.6 6.0
5～ 9人
50 14 18 18 11 1 25 3 3
100.0 28.0 36.0 36.0 22.0 2.0 50.0 6.0 6.0
10～29人
73 20 29 35 37 6 39 5 1
100.0 27.4 39.7 47.9 50.7 8.2 53.4 6.8 1.4
30人以上
32 16 9 15 13 4 11 7 1
100.0 50.0 28.1 46.9 40.6 12.5 34.4 21.9 3.1
Ⅲ－51表　売上高別
全　
体
製
品
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
・
物
流
部
門
の
効
率
そ
の
他
3000万円未満
103 18 33 28 15 2 47 4 7
100.0 17.5 32.0 27.2 14.6 1.9 45.6 3.9 6.8
3000万円
 ～ 1億円未満
69 10 27 24 12 2 38 4 4
100.0 14.5 39.1 34.8 17.4 2.9 55.1 5.8 5.8
1億円
 ～ 3億円未満
80 24 33 32 35 2 39 4 1
100.0 30.0 41.3 40.0 43.8 2.5 48.8 5.0 1.3
3億円以上
46 22 11 21 19 9 19 10 2
100.0 47.8 23.9 45.7 41.3 19.6 41.3 21.7 4.3
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Ⅲ－52表　収益傾向別
全　
体
製
品
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
・
物
流
部
門
の
効
率
そ
の
他
増収増益
30 12 8 15 8 4 10 3 2
100.0 40.0 26.7 50.0 26.7 13.3 33.3 10.0 6.7
増収減益
32 6 13 12 17 1 14 5 2
100.0 18.8 40.6 37.5 53.1 3.1 43.8 15.6 6.3
減収増益
31 8 8 7 12 1 14 1 2
100.0 25.8 25.8 22.6 38.7 3.2 45.2 3.2 6.5
減収減益
208 50 76 72 41 9 107 13 8
100.0 24.0 36.5 34.6 19.7 4.3 51.4 6.3 3.8
Ⅲ－19図　収益傾向別課題（上位 3位）
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�������25.8%�
������25.8%�
������
������53.1%�
�����43.8%�
������40.6%�
������
����
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【参考資料】最も重要視している項目について
全
体
技
術
開
発
力
製
造
技
術
生
産
効
率
品
質
管
理
事
務
効
率
営
業
力
流
通
部
門
の
効
率
そ
の
他
N=974 11.4 36.6 30.3 24.2 1.1 13.1 2.8 1.7
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2　設備投資の状況
Ⅲ－20図　生産設備投資状況
N=306
新設
6.9%
不明
定期更新
2.6%
随時更新
17.3%
Ⅲ－53表　後継者の有無別
全　
体
新
設
定
期
更
新
随
時
更
新
最
近
投
資
し
て
い
な
い
無
回
答
後継者がいる
156 15 7 38 95 1
100.0 9.6 4.5 24.4 60.9 0.6
後継者がいない
147 6 1 13 127 －
100.0 4.1 0.7 8.8 86.4 －
Ⅲ－54表　業態別
全　
体
新
設
定
期
更
新
随
時
更
新
最
近
投
資
し
て
い
な
い
無
回
答
自社製品あり
115 11 2 28 73 1
100.0 9.6 1.7 24.3 63.5 0.9
独立加工専門
45 5 3 6 31 －
100.0 11.1 6.7 13.3 68.9 －
下請
73 3 1 11 58 －
100.0 4.1 1.4 15.1 79.5 －
賃加工・その他
72 2 2 8 60 －
100.0 2.8 2.8 11.1 83.3 －
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Ⅲ－55表　業種区分別
全　
体
新
設
定
期
更
新
随
時
更
新
最
近
投
資
し
て
い
な
い
無
回
答
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 － － － 11 －
－ － － 100.0 － 57
パルプ・紙、出版・
印刷
6 2 5 43 1 100.0
10.5 3.5 8.8 75.4 1.8 47
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
3 1 8 35 － 100.0
6.4 2.1 17.0 74.5 － 14
鉄鋼、非鉄金属
1 2 3 8 － 100.0
7.1 14.3 21.4 57.1 － 133
金属製品
4 3 25 101 － 100.0
3.0 2.3 18.8 75.9 － 38
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
7 － 12 19 － 100.0
18.4 － 31.6 50.0 － 6
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
－ － － 6 － 100.0
－ － － 100.0 －
Ⅲ－56表　従業員規模別
全　
体
新
設
定
期
更
新
随
時
更
新
最
近
投
資
し
て
い
な
い
無
回
答
1～ 4人
151 2 1 8 140 －
100.0 1.3 0.7 5.3 92.7 －
5～ 9人
50 4 3 7 36 －
100.0 8.0 6.0 14.0 72.0 －
10～29人
73 11 3 22 36 1
100.0 15.1 4.1 30.1 49.3 1.4
30人以上
32 4 1 16 11 －
100.0 12.5 3.1 50.0 34.4 －
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 Ⅲ－57表　売上高別
全　
体
新
設
定
期
更
新
随
時
更
新
最
近
投
資
し
て
い
な
い
無
回
答
3000万円未満
103 2 － 4 97 －
100.0 1.9 － 3.9 94.2 －
3000万円
 ～ 1億円未満
69 2 5 9 53 －
100.0 2.9 7.2 13.0 76.8 －
1億円
 ～ 3億円未満
80 7 2 17 53 1
100.0 8.8 2.5 21.3 66.3 1.3
3億円以上
46 10 1 22 13 －
100.0 21.7 2.2 47.8 28.3 －
Ⅲ－58表　収益傾向別
全　
体
新
設
定
期
更
新
随
時
更
新
最
近
投
資
し
て
い
な
い
無
回
答
増収増益
30 6 1 11 12 －
100.0 20.0 3.3 36.7 40.0 －
増収減益
32 6 1 10 15 －
100.0 18.8 3.1 31.3 46.9 －
減収増益
31 － － 3 28 －
100.0 － － 9.7 90.3 －
減収減益
208 9 6 28 165 －
100.0 4.3 2.9 13.5 79.3 －
Ⅲ－21図　投資目的
4.9
45.1
23.2
11.0
13.4
6.1
22.0
52.4
13.4
7.3
0.0
新規事業の準備
新製品（商品）の開発
老朽化設備の更新
高付加価値化
大量生産化
多品種少量化
人件費削減
生産コストの削減
生産性の向上
その他
N=82
20.0 40.0 60.0
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Ⅲ－22図　どちらかといえば「攻め」の投資目的
Ⅲ－23表　どちらかといえば「守り」の投資目的
Ⅲ－59表　後継者の有無別
全　
体
新
規
事
業
の
準
備 新
製
品（
商
品
）
の
開
発
老
朽
化
設
備
の
更
新
高
付
加
価
値
化
大
量
生
産
化
多
品
種
少
量
化
人
件
費
削
減
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
生
産
性
の
向
上
そ
の
他
後継者がいる
60 5 8 32 15 5 8 8 17 26 4
100.0 8.3 13.3 53.3 25.0 8.3 13.3 13.3 28.3 43.3 6.7
後継者がいない
20 1 3 11 3 － 3 1 2 9 －
100.0 5.0 15.0 55.0 15.0 － 15.0 5.0 10.0 45.0 －
100
Ⅲ－60表　業態別
全　
体
新
規
事
業
の
準
備 新
製
品（
商
品
）
の
開
発
老
朽
化
設
備
の
更
新
高
付
加
価
値
化
大
量
生
産
化
多
品
種
少
量
化
人
件
費
削
減
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
生
産
性
の
向
上
そ
の
他
自社製品あり
41 5 9 20 10 2 6 7 12 18 3
100.0 12.2 22.0 48.8 24.4 4.9 14.6 17.1 29.3 43.9 7.3
独立加工専門
14 － － 9 2 2 2 － 2 8 －
100.0 － － 64.3 14.3 14.3 14.3 － 14.3 57.1 －
下請
15 1 1 7 4 － 3 2 3 7 －
100.0 6.7 6.7 46.7 26.7 － 20.0 13.3 20.0 46.7 －
賃加工・その他
12 － 1 7 2 1 － － 2 4 1
100.0 － 8.3 58.3 16.7 8.3 － － 16.7 33.3 8.3
Ⅲ－61表　業種区分別
全　
体
新
規
事
業
の
準
備 新
製
品（
商
品
）
の
開
発
老
朽
化
設
備
の
更
新
高
付
加
価
値
化
大
量
生
産
化
多
品
種
少
量
化
人
件
費
削
減
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
生
産
性
の
向
上
そ
の
他
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －
パルプ・紙、出版・
印刷
13 2 1 8 1 － － － 1 3 1
100.0 15.4 7.7 61.5 7.7 － － － 7.7 23.1 7.7
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
12 1 1 4 1 3 － 1 3 8 －
100.0 8.3 8.3 33.3 8.3 25.0 － 8.3 25.0 66.7 －
鉄鋼、非鉄金属
6 － 1 2 2 － 1 － 3 3 2
100.0 － 16.7 33.3 33.3 － 16.7 － 50.0 50.0 33.3
金属製品
32 2 5 21 7 1 8 5 7 13 －
100.0 6.3 15.6 65.6 21.9 3.1 25.0 15.6 21.9 40.6 －
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
19 1 3 8 7 1 2 3 5 10 1
100.0 5.3 15.8 42.1 36.8 5.3 10.5 15.8 26.3 52.6 5.3
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
－ － － － － － － － － － －
－ － － － － － － － － － －
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Ⅲ－62表　従業員規模別
全　
体
新
規
事
業
の
準
備 新
製
品（
商
品
）
の
開
発
老
朽
化
設
備
の
更
新
高
付
加
価
値
化
大
量
生
産
化
多
品
種
少
量
化
人
件
費
削
減
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
生
産
性
の
向
上
そ
の
他
1～ 4人
11 1 1 7 2 － － － － 4 －
100.0 9.1 9.1 63.6 18.2 － － － － 36.4 －
5～ 9人
14 1 2 7 2 2 1 2 3 6 1
100.0 7.1 14.3 50.0 14.3 14.3 7.1 14.3 21.4 42.9 7.1
10～29人
36 4 3 17 7 2 7 5 11 13 2
100.0 11.1 8.3 47.2 19.4 5.6 19.4 13.9 30.6 36.1 5.6
30人以上
21 － 5 12 7 1 3 2 5 14 1
100.0 － 23.8 57.1 33.3 4.8 14.3 9.5 23.8 66.7 4.8
Ⅲ－63表　売上高別
全　
体
新
規
事
業
の
準
備 新
製
品（
商
品
）
の
開
発
老
朽
化
設
備
の
更
新
高
付
加
価
値
化
大
量
生
産
化
多
品
種
少
量
化
人
件
費
削
減
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
生
産
性
の
向
上
そ
の
他
3000万円未満
6 － － 4 2 1 － － 1 2 －
100.0 － － 66.7 33.3 16.7 － － 16.7 33.3 －
3000万円
 ～ 1億円未満
16 1 2 9 1 － － － 1 5 2
100.0 6.3 12.5 56.3 6.3 － － － 6.3 31.3 12.5
1億円
 ～ 3億円未満
26 3 3 15 5 1 6 7 8 12 1
100.0 11.5 11.5 57.7 19.2 3.8 23.1 26.9 30.8 46.2 3.8
3億円以上
33 2 6 15 10 3 4 2 9 18 1
100.0 6.1 18.2 45.5 30.3 9.1 12.1 6.1 27.3 54.5 3.0
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Ⅲ－64表　収益傾向別
全　
体
新
規
事
業
の
準
備 新
製
品（
商
品
）
の
開
発
老
朽
化
設
備
の
更
新
高
付
加
価
値
化
大
量
生
産
化
多
品
種
少
量
化
人
件
費
削
減
生
産
コ
ス
ト
の
削
減
生
産
性
の
向
上
そ
の
他
増収増益
18 1 1 9 7 3 1 2 3 10 1
100.0 5.6 5.6 50.0 38.9 16.7 5.6 11.1 16.7 55.6 5.6
増収減益
17 － 4 9 3 1 4 5 5 10 1
100.0 － 23.5 52.9 17.6 5.9 23.5 29.4 29.4 58.8 5.9
減収増益
3 － 1 2 1 － 1 － － 1 －
100.0 － 33.3 66.7 33.3 － 33.3 － － 33.3 －
減収減益
43 5 5 22 7 1 5 2 11 15 2
100.0 11.6 11.6 51.2 16.3 2.3 11.6 4.7 25.6 34.9 4.7
Ⅲ－24図　投資していない理由
Ⅲ－65表　後継者の有無別
全　
体
自
社
で
工
夫
し
て
改
善
を
し
て
い
る
設
備
投
資
し
な
く
て
も
、
仲
間
と
組
み
補
っ
て
い
る
生
産
委
託
に
よ
り
、
新
規
投
資
を
抑
制
し
た 設
備
で
は
な
く
、
開
発
や
新
規
市
場
に
投
資
を
回
し
た
大
学
と
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
の
設
備
を
利
用
し
た
公
的
な
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
新
商
品
を
開
発
し
た
人
材
に
投
資
し
た
投
資
す
る
こ
と
を
模
索
し
て
い
る
そ
の
他
後継者がいる
95 51 14 6 2 1 1 2 16 19
100.0 53.7 14.7 6.3 2.1 1.1 1.1 2.1 16.8 20.0
後継者がいない
127 50 16 6 － － － 5 20 43
100.0 39.4 12.6 4.7 － － － 3.9 15.7 33.9
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Ⅲ－66表　業態別
全　
体
自
社
で
工
夫
し
て
改
善
を
し
て
い
る
設
備
投
資
し
な
く
て
も
、
仲
間
と
組
み
補
っ
て
い
る
生
産
委
託
に
よ
り
、
新
規
投
資
を
抑
制
し
た 設
備
で
は
な
く
、
開
発
や
新
規
市
場
に
投
資
を
回
し
た
大
学
と
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
の
設
備
を
利
用
し
た
公
的
な
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
新
商
品
を
開
発
し
た
人
材
に
投
資
し
た
投
資
す
る
こ
と
を
模
索
し
て
い
る
そ
の
他
自社製品あり
73 33 8 8 1 1 － 2 8 21
100.0 45.2 11.0 11.0 1.4 1.4 － 2.7 11.0 28.8
独立加工専門
31 11 5 1 － － － － 11 9
100.0 35.5 16.1 3.2 － － － － 35.5 29.0
下請
58 29 11 3 1 － 1 1 11 11
100.0 50.0 19.0 5.2 1.7 － 1.7 1.7 19.0 19.0
賃加工・その他
60 27 6 － － － － 4 6 22
100.0 45.0 10.0 － － － － 6.7 10.0 36.7
Ⅲ－67表　業種区分別
全　
体
自
社
で
工
夫
し
て
改
善
を
し
て
い
る
設
備
投
資
し
な
く
て
も
、
仲
間
と
組
み
補
っ
て
い
る
生
産
委
託
に
よ
り
、
新
規
投
資
を
抑
制
し
た 設
備
で
は
な
く
、
開
発
や
新
規
市
場
に
投
資
を
回
し
た
大
学
と
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
の
設
備
を
利
用
し
た
公
的
な
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
新
商
品
を
開
発
し
た
人
材
に
投
資
し
た
投
資
す
る
こ
と
を
模
索
し
て
い
る
そ
の
他
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 5 1 － － 1 － － 1 4
100.0 45.5 9.1 － － 9.1 － － 9.1 36.4
パルプ・紙、出版・
印刷
43 20 5 1 － － － 1 10 11
100.0 46.5 11.6 2.3 － － － 2.3 23.3 25.6
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
35 16 5 3 － － － 1 10
9 100.0 45.7 14.3 8.6 － － － 2.9 28.6
鉄鋼、非鉄金属
25.7 8 4 － － － － － － 2
3 100.0 50.0 － － － － － － 25.0
金属製品
37.5 101 45 12 4 1 － 1 5 8
32 100.0 44.6 11.9 4.0 1.0 － 1.0 5.0 7.9
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
31.7 19 7 5 3 1 － － － 5
3 100.0 36.8 26.3 15.8 5.3 － － － 26.3
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
15.8 6 4 2 1 － － － － －
1 100.0 66.7 33.3 16.7 － － － － －
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Ⅲ－68表　従業員規模別
全　
体
自
社
で
工
夫
し
て
改
善
を
し
て
い
る
設
備
投
資
し
な
く
て
も
、
仲
間
と
組
み
補
っ
て
い
る
生
産
委
託
に
よ
り
、
新
規
投
資
を
抑
制
し
た 設
備
で
は
な
く
、
開
発
や
新
規
市
場
に
投
資
を
回
し
た
大
学
と
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
の
設
備
を
利
用
し
た
公
的
な
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
新
商
品
を
開
発
し
た
人
材
に
投
資
し
た
投
資
す
る
こ
と
を
模
索
し
て
い
る
そ
の
他
1～ 4人
140 59 22 7 1 － 1 4 19 43
100.0 42.1 15.7 5.0 0.7 － 0.7 2.9 13.6 30.7
5～ 9人
36 18 5 1 1 － － 1 9 9
100.0 50.0 13.9 2.8 2.8 － － 2.8 25.0 25.0
10～29人
36 18 2 1 － － － 1 7 9
100.0 50.0 5.6 2.8 － － － 2.8 19.4 25.0
30人以上
11 6 1 3 － 1 － 1 1 2
100.0 54.5 9.1 27.3 － 9.1 － 9.1 9.1 18.2
Ⅲ－69表　売上高別
全　
体
自
社
で
工
夫
し
て
改
善
を
し
て
い
る
設
備
投
資
し
な
く
て
も
、
仲
間
と
組
み
補
っ
て
い
る
生
産
委
託
に
よ
り
、
新
規
投
資
を
抑
制
し
た 設
備
で
は
な
く
、
開
発
や
新
規
市
場
に
投
資
を
回
し
た
大
学
と
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
の
設
備
を
利
用
し
た
公
的
な
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
新
商
品
を
開
発
し
た
人
材
に
投
資
し
た
投
資
す
る
こ
と
を
模
索
し
て
い
る
そ
の
他
3000万円未満
97 41 15 3 1 － 1 2 11 33
100.0 42.3 15.5 3.1 1.0 － 1.0 2.1 11.3 34.0
3000万円
 ～ 1億円未満
53 28 9 3 － － － 3 11 10
100.0 52.8 17.0 5.7 － － － 5.7 20.8 18.9
1億円
 ～ 3億円未満
53 20 6 3 1 － － 1 12 15
100.0 37.7 11.3 5.7 1.9 － － 1.9 22.6 28.3
3億円以上
13 8 － 3 － 1 － 1 1 2
100.0 61.5 － 23.1 － 7.7 － 7.7 7.7 15.4
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Ⅲ－70表　収益傾向別
全　
体
自
社
で
工
夫
し
て
改
善
を
し
て
い
る
設
備
投
資
し
な
く
て
も
、
仲
間
と
組
み
補
っ
て
い
る
生
産
委
託
に
よ
り
、
新
規
投
資
を
抑
制
し
た 設
備
で
は
な
く
、
開
発
や
新
規
市
場
に
投
資
を
回
し
た
大
学
と
連
携
す
る
こ
と
に
よ
り
、
大
学
の
設
備
を
利
用
し
た
公
的
な
試
験
研
究
機
関
と
連
携
し
て
新
商
品
を
開
発
し
た
人
材
に
投
資
し
た
投
資
す
る
こ
と
を
模
索
し
て
い
る
そ
の
他
増収増益
12 5 － － － 1 － － 2 4
100.0 41.7 － － － 8.3 － － 16.7 33.3
増収減益
15 8 2 2 － － － － 1 4
100.0 53.3 13.3 13.3 － － － － 6.7 26.7
減収増益
28 11 2 2 － － － 1 5 10
100.0 39.3 7.1 7.1 － － － 3.6 17.9 35.7
減収減益
165 75 26 8 2 － 1 6 27 45
100.0 45.5 15.8 4.8 1.2 － 0.6 3.6 16.4 27.3
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3　今後の取り組みについて
Ⅲ－25図　経営上重視するものについて
Ⅲ－71表　後継者の有無別
全　
体
自
社
の
強
み
・
得
意
分
野
に
集
中
特
化
オ
リ
ジ
ナ
ル
か
つ
高
品
質
な
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
を
迅
速
に
提
供
顧
客
の
要
望
に
き
め
細
か
く
対
応
従
業
員
重
視
効
率
の
良
い
経
営
組
織 挑
戦
し
な
が
ら
も
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
重
視
し
た
安
定
経
営
社
会
へ
の
貢
献
経
営
者
の
熱
意
と
実
行
力
、
そ
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
後継者がいる
156 59 52 75 16 26 46 8 26
100.0 37.8 33.3 48.1 10.3 16.7 29.5 5.1 16.7
後継者がいない
147 35 35 63 18 20 42 3 3
100.0 23.8 23.8 42.9 12.2 13.6 28.6 2.0 2.0
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Ⅲ－72表　業態別
全　
体
自
社
の
強
み
・
得
意
分
野
に
集
中
特
化
オ
リ
ジ
ナ
ル
か
つ
高
品
質
な
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
を
迅
速
に
提
供
顧
客
の
要
望
に
き
め
細
か
く
対
応
従
業
員
重
視
効
率
の
良
い
経
営
組
織 挑
戦
し
な
が
ら
も
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
重
視
し
た
安
定
経
営
社
会
へ
の
貢
献
経
営
者
の
熱
意
と
実
行
力
、
そ
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
自社製品あり
115 39 50 47 14 22 32 3 8
100.0 33.9 43.5 40.9 12.2 19.1 27.8 2.6 7.0
独立加工専門
45 24 9 25 6 6 11 4 3
100.0 53.3 20.0 55.6 13.3 13.3 24.4 8.9 6.7
下請
73 18 13 35 6 8 23 3 10
100.0 24.7 17.8 47.9 8.2 11.0 31.5 4.1 13.7
賃加工・その他
72 14 17 32 8 10 23 1 8
100.0 19.4 23.6 44.4 11.1 13.9 31.9 1.4 11.1
Ⅲ－73表　業態別「今後の取り組み方向」の特化係数（全体の構成比を100とする）
自社の強み・得意
分野に集中特化
オリジナルかつ高
品質な製品、サー
ビスを迅速に提供
顧客の要望にきめ
細かく対応
挑戦しながらも、
これまでの経験を
重視した安定経営
自社製品あり 109 149 90 95
独立加工専門 172 69 122 83
下請 80 61 106 107
賃加工・その他 63 81 98 109
注）全体の構成比が20%以上の 4つの選択肢について算出した。
注） 部分は、特化係数で110以上のもの
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Ⅲ－74表　業種区分別
全　
体
自
社
の
強
み
・
得
意
分
野
に
集
中
特
化
オ
リ
ジ
ナ
ル
か
つ
高
品
質
な
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
を
迅
速
に
提
供
顧
客
の
要
望
に
き
め
細
か
く
対
応
従
業
員
重
視
効
率
の
良
い
経
営
組
織 挑
戦
し
な
が
ら
も
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
重
視
し
た
安
定
経
営
社
会
へ
の
貢
献
経
営
者
の
熱
意
と
実
行
力
、
そ
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 － 3 6 1 2 2 － 1
100.0 － 27.3 54.5 9.1 18.2 18.2 － 9.1
パルプ・紙、出版・
印刷
57 17 21 26 12 7 19 2 4
100.0 29.8 36.8 45.6 21.1 12.3 33.3 3.5 7.0
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 13 18 22 1 5 12 1 4
100.0 27.7 38.3 46.8 2.1 10.6 25.5 2.1 8.5
鉄鋼、非鉄金属
14 3 4 4 3 4 4 1 2
100.0 21.4 28.6 28.6 21.4 28.6 28.6 7.1 14.3
金属製品
133 39 27 60 13 17 40 6 12
100.0 29.3 20.3 45.1 9.8 12.8 30.1 4.5 9.0
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 21 13 20 4 11 12 － 5
100.0 55.3 34.2 52.6 10.5 28.9 31.6 － 13.2
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 2 3 1 － － 1 1 1
100.0 33.3 50.0 16.7 － － 16.7 16.7 16.7
Ⅲ－75表　従業員規模別
全　
体
自
社
の
強
み
・
得
意
分
野
に
集
中
特
化
オ
リ
ジ
ナ
ル
か
つ
高
品
質
な
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
を
迅
速
に
提
供
顧
客
の
要
望
に
き
め
細
か
く
対
応
従
業
員
重
視
効
率
の
良
い
経
営
組
織 挑
戦
し
な
が
ら
も
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
重
視
し
た
安
定
経
営
社
会
へ
の
貢
献
経
営
者
の
熱
意
と
実
行
力
、
そ
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
1～ 4人
151 32 37 73 10 15 40 3 5
100.0 21.2 24.5 48.3 6.6 9.9 26.5 2.0 3.3
5～ 9人
50 18 16 19 9 7 14 1 7
100.0 36.0 32.0 38.0 18.0 14.0 28.0 2.0 14.0
10～29人
73 34 23 31 12 14 28 3 13
100.0 46.6 31.5 42.5 16.4 19.2 38.4 4.1 17.8
30人以上
32 11 13 16 3 10 8 4 4
100.0 34.4 40.6 50.0 9.4 31.3 25.0 12.5 12.5
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Ⅲ－76表　売上高別
全　
体
自
社
の
強
み
・
得
意
分
野
に
集
中
特
化
オ
リ
ジ
ナ
ル
か
つ
高
品
質
な
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
を
迅
速
に
提
供
顧
客
の
要
望
に
き
め
細
か
く
対
応
従
業
員
重
視
効
率
の
良
い
経
営
組
織 挑
戦
し
な
が
ら
も
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
重
視
し
た
安
定
経
営
社
会
へ
の
貢
献
経
営
者
の
熱
意
と
実
行
力
、
そ
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
3000万円未満
103 21 25 47 4 7 29 1 6
100.0 20.4 24.3 45.6 3.9 6.8 28.2 1.0 5.8
3000万円
 ～ 1億円未満
69 18 18 35 13 14 19 2 5
100.0 26.1 26.1 50.7 18.8 20.3 27.5 2.9 7.2
1億円
 ～ 3億円未満
80 31 24 36 13 14 23 4 10
100.0 38.8 30.0 45.0 16.3 17.5 28.8 5.0 12.5
3億円以上
46 23 22 20 4 11 14 4 8
100.0 50.0 47.8 43.5 8.7 23.9 30.4 8.7 17.4
Ⅲ－77表　収益傾向別
全　
体
自
社
の
強
み
・
得
意
分
野
に
集
中
特
化
オ
リ
ジ
ナ
ル
か
つ
高
品
質
な
製
品
、
サ
ー
ビ
ス
を
迅
速
に
提
供
顧
客
の
要
望
に
き
め
細
か
く
対
応
従
業
員
重
視
効
率
の
良
い
経
営
組
織 挑
戦
し
な
が
ら
も
、
こ
れ
ま
で
の
経
験
を
重
視
し
た
安
定
経
営
社
会
へ
の
貢
献
経
営
者
の
熱
意
と
実
行
力
、
そ
し
て
強
い
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
増収増益
30 13 13 14 1 4 6 2 6
100.0 43.3 43.3 46.7 3.3 13.3 20.0 6.7 20.0
増収減益
32 8 9 17 6 7 11 － 5
100.0 25.0 28.1 53.1 18.8 21.9 34.4 － 15.6
減収増益
31 5 10 10 4 7 12 2 －
100.0 16.1 32.3 32.3 12.9 22.6 38.7 6.5 －
減収減益
208 69 55 95 23 28 59 6 18
100.0 33.2 26.4 45.7 11.1 13.5 28.4 2.9 8.7
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Ⅲ－26図　事業所の特長
Ⅲ－78表　後継者の有無別
全　
体
特
定
の
業
界
、
製
品
で
は
ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
の
も
の
が
あ
る
業
界
の
老
舗
ま
た
は
大
手
で
あ
り
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
い
る
業
界
の
草
分
け
、
パ
イ
オ
ニ
ア
的
存
在
で
あ
る
得
意
な
領
域
や
分
野
、
製
品
を
持
っ
て
い
る
研
究
開
発
、
商
品
開
発
が
得
意
で
あ
る
多
様
な
製
品
、
商
品
群
を
持
っ
て
い
る
ロ
ン
グ
セ
ラ
ー
商
品
を
持
っ
て
い
る
そ
の
他
無
回
答
後継者がいる
156 13 3 6 61 6 26 5 33 3
100.0 8.3 1.9 3.8 39.1 3.8 16.7 3.2 21.2 1.9
後継者がいない
147 1 2 3 50 7 16 12 52 4
100.0 0.7 1.4 2.0 34.0 4.8 10.9 8.2 35.4 2.7
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Ⅲ－79表　業態別
全　
体
特
定
の
業
界
、
製
品
で
は
ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
の
も
の
が
あ
る
業
界
の
老
舗
ま
た
は
大
手
で
あ
り
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
い
る
業
界
の
草
分
け
、
パ
イ
オ
ニ
ア
的
存
在
で
あ
る
得
意
な
領
域
や
分
野
、
製
品
を
持
っ
て
い
る
研
究
開
発
、
商
品
開
発
が
得
意
で
あ
る
多
様
な
製
品
、
商
品
群
を
持
っ
て
い
る
ロ
ン
グ
セ
ラ
ー
商
品
を
持
っ
て
い
る
そ
の
他
無
回
答
自社製品あり
115 9 4 3 43 5 23 8 18 2
100.0 7.8 3.5 2.6 37.4 4.3 20.0 7.0 15.7 1.7
独立加工専門
45 － － 4 19 3 5 1 11 2
100.0 － － 8.9 42.2 6.7 11.1 2.2 24.4 4.4
下請
73 2 2 1 27 3 8 5 22 3
100.0 2.7 2.7 1.4 37.0 4.1 11.0 6.8 30.1 4.1
賃加工・その他
72 3 － 1 24 2 6 3 33 －
100.0 4.2 － 1.4 33.3 2.8 8.3 4.2 45.8 －
Ⅲ－80表　業種区分別
全　
体
特
定
の
業
界
、
製
品
で
は
ト
ッ
プ
シ
ェ
ア
の
も
の
が
あ
る
業
界
の
老
舗
ま
た
は
大
手
で
あ
り
、
リ
ー
ダ
ー
シ
ッ
プ
を
発
揮
し
て
い
る
業
界
の
草
分
け
、
パ
イ
オ
ニ
ア
的
存
在
で
あ
る
得
意
な
領
域
や
分
野
、
製
品
を
持
っ
て
い
る
研
究
開
発
、
商
品
開
発
が
得
意
で
あ
る
多
様
な
製
品
、
商
品
群
を
持
っ
て
い
る
ロ
ン
グ
セ
ラ
ー
商
品
を
持
っ
て
い
る
そ
の
他
無
回
答
食料品、飲料・た
ばこ・飼料、繊維、
衣服、木材、家具
11 － － － 2 － 4 2 3 －
100.0 － － － 18.2 － 36.4 18.2 27.3 －
パルプ・紙、出版・
印刷
57 2 1 2 22 2 5 1 21 1
100.0 3.5 1.8 3.5 38.6 3.5 8.8 1.8 36.8 1.8
化学、石油・石炭、
プラスチック、ゴム
47 － 1 3 18 1 6 8 8 2
100.0 － 2.1 6.4 38.3 2.1 12.8 17.0 17.0 4.3
鉄鋼、非鉄金属
14 2 － － 5 － 4 － 3 －
100.0 14.3 － － 35.7 － 28.6 － 21.4 －
金属製品
133 7 4 3 50 6 17 4 38 4
100.0 5.3 3.0 2.3 37.6 4.5 12.8 3.0 28.6 3.0
一般機械、電気機
械、輸送用機械、
精密機械
38 3 － 1 12 3 6 1 12 －
100.0 7.9 － 2.6 31.6 7.9 15.8 2.6 31.6 －
なめし革、窯業・土
石、その他製造業
6 － － － 4 1 － 1 － －
100.0 － － － 66.7 16.7 － 16.7 － －
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1～ 4人
151 2 2 1 52 5 17 10 57 5
100.0 1.3 1.3 0.7 34.4 3.3 11.3 6.6 37.7 3.3
5～ 9人
50 2 1 1 23 3 6 1 12 1
100.0 4.0 2.0 2.0 46.0 6.0 12.0 2.0 24.0 2.0
10～29人
73 6 2 4 26 5 12 4 14 －
100.0 8.2 2.7 5.5 35.6 6.8 16.4 5.5 19.2 －
30人以上
32 4 1 3 12 － 7 2 2 1
100.0 12.5 3.1 9.4 37.5 － 21.9 6.3 6.3 3.1
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3000万円未満
103 3 － 1 38 1 11 8 39 2
100.0 2.9 － 1.0 36.9 1.0 10.7 7.8 37.9 1.9
3000万円
 ～ 1億円未満
69 1 2 － 22 6 11 1 23 3
100.0 1.4 2.9 － 31.9 8.7 15.9 1.4 33.3 4.3
1億円
 ～ 3億円未満
80 3 1 3 33 5 9 8 18 －
100.0 3.8 1.3 3.8 41.3 6.3 11.3 10.0 22.5 －
3億円以上
46 7 2 4 19 1 10 － 2 1
100.0 15.2 4.3 8.7 41.3 2.2 21.7 － 4.3 2.2
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増収増益
30 2 － 2 11 2 9 1 3 －
100.0 6.7 － 6.7 36.7 6.7 30.0 3.3 10.0 －
増収減益
32 4 － 1 13 1 3 5 4 1
100.0 12.5 － 3.1 40.6 3.1 9.4 15.6 12.5 3.1
減収増益
31 1 1 1 14 － 5 － 9 －
100.0 3.2 3.2 3.2 45.2 － 16.1 － 29.0 －
減収減益
208 7 3 5 74 10 24 11 68 6
100.0 3.4 1.4 2.4 35.6 4.8 11.5 5.3 32.7 2.9
〈商品開発、技術に関すること〉
商品開発力がある。（ 6件）
技術力がある。（ 5件）
注文通りのものを作ることができる。（ 2件）
オーダーメードに沿った製品を作ることができる。（ 2件）
技術、そして製品管理が強みである。
消費者のニーズにあった商品開発を行っている。
長年印刷業を営み、熟練した技術、経験がある。
長年の経験と多様な製品をもっているので、新しい商品の要望に応えられる。
低コストで製品が作れる。
ISO9001、14001取得済。超精密部品に関わる加工をしているので技術には自信がある。
ISO認証取得工場である。
加工を自動化している。
過去に行った設備の合理化が寄与し、少人数で生産ができている。
金網 1枚 1枚の寸法精度、傷がないか、曲がっていないかなど、良品質作りをしている。
従来の製造方法や機種による製品を、付加価値を持った商品に作り上げる。
受注品の的確さ。
他社に比べ製品は良質で、比較的安価におさえている。
特殊設備及び品質管理の面で工夫をこらしている。
114
Al．Znダイカスト、グラビティー、砂型鋳造及加工まで自社及びグループ企業で行っており、
ユーザーについても巾広く、農機部品から銃の部品、精密品まで切れるのが特徴である。
特殊品で顧客の要望に対応すること。
単品加工。
長年蓄積した高度な固有技術の創造と洗練された 1級2級熱処理技術士の技能を駆使した重
要保安部品の熱処理加工、及び原子力製品を数社より認定を受け多品種量を徹底した品質管
理の基底コスト、短納期によりユーザー各社に貢献し満足を得ている。
マシントータルでの精度追求、幅広いラインナップ、60年を越す経験・実績・ノウハウの蓄
積と最新技術との融合による製品開発、英語力。
自社独自の製品開発を第 1目標とし、各種の分野（機械工具その他）も手がけられるよう努
力している。
〈得意な分野、製品に関すること〉
特殊なものを作っている。（ 6件）
多様な製品を持っている。（ 3件）
自社ブランドの商品を持っている。（ 2件）
網の製品に関して言えば他社に比べてびしっとしたはりのある網を作ることができる。
高級紙器についての製造技術を持っている。
長年の商品をもっていること。
エアコンコンプレッサー部品、コンピュータHDD部品。
小さなネジが主流だったが、全部中国に行ってしまったので、ステンレスに力を入れている。
オリジナル・高級品にシフトしている。
家具のネジの品質と型。
木箱、パンフレットの製造。
金属メッキ加工が得意である。
小企業の家具の部品、机・洗面台の部品をきめこまかく製造している。
小物ネジ製品加工業。
最新設備によるなまし鉄線の加工。
ネジのカタログを出版している。
商業印刷物全般を取扱っており、一手に引き受けることができる。
水洗のトイレのたまがよく売れる。
ステンレスネジの製造。
多品種小ロッドの受注ができる。
デザイン関係。
鉄、真中、銅、ステン、アルミ等の素材にクロムメッキ、ニッケルメッキ、黒クロームメッキ、
金メッキ、サーチライト（ツヤ消し）の各種加工が可能である。
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配管継手が特徴。
特殊な薄い紙、厚い紙が加工できる。
アルミ材への切削加工ができる。
トラップ部品が特徴を持っている。
特種ネジの二次加工品。
水廻り排水パイプ及び金具一式。
小ロットに対応できる。
焼入、焼戻、高周波ができる。
特許製品を幅広く売込んでいきたい。
〈顧客対応に関すること〉
小回りがきき、少しの品物でも対応できる。　（ 6件）
顧客の要望にそったきめ細かい作業ができる。（ 4件）
アフターサービスが充実している。（ 2件）
お客の要望に迅速に対応している。
身内で経営しているので時間的に自由がきき、きめ細かい対応ができる。
家族だけで印刷の仕事を行っている為、御得意先には充分なるサービス・高品質・短納期を
心掛けており、御満足を得ている。
がまんすること。
近所の取引きが多いので、距離的に近い。
時間外にも仕上ができる。
試作品から量産品まで対応できる物があれば何でもする。
問20の「3.顧客の要望にきめ細かく対応する」ことで顧客と険しいつながりを維持している
こと。また、小企業であるが故の小廻りのきく仕事に力を入れることにより、新しい分野の
製品が売先の希望に沿えるようにする。
安く仕入れができる。
ユーザーの希望にそえるブレーンをもっている。
カーメーカー使用でのナット生産におけるベント・タップ製造（奈良工場）、販売（東大阪営）
があり、ナットメーカー（ユーザ）におけるきめ細かいサービスができる。
〈納期に関すること〉
良品で、納期を厳守する。（11件）
短納期すること。（ 8件）
早期納入と低コスト。（ 3件）
116
スタッフが充実しており、迅速な対応、納品ができる。
多品種少ロットでの生産が可能で、納期を厳守し、スピーディーに対応できる。
納期面での対応、設備面、スタッフ。
24時間機械を動かしているので納期には自信あり。
当日出荷率75％以上でも対応できる迅速な物流システムである。
若いスタッフによる24時間営業など、迅速な受注に対応できる。
〈経営方針について〉
良い製品を作る。（ 3件）
少数精鋭主義である。（ 2件）
よく働くこと。（ 2件）
人材育成に力を入れている。
設備がない中、できるだけ加工を広げる事に努力する心構えを持っている。
創意工夫とできるまでの忍耐力がある。
他社がやらないことをする。
小さな仕事でも確実な仕上がりをする。
チームワークの強さと従業員の平均年齢の低さ。
若手従業員（20才～35才）が責任感を持って仕事をしている。
良心的製品を製造する。
自社で納得できる製品以外は外に出さない。
〈経営の安定性や将来性について〉
家内工業であること（不況に強い、運転資金が不要など）。（ 4件）
昔から取引のある小企業のパッケージを請け負っている。
小規模の企業であるがヤードは広くあり、製品ヤードが確保されている。ベンダー加工に得
意先があり、他社とのコスト競争をしても負けない。
一貫した製造部門を持つことで中間コストを削減でき、ユーザーにメリットを与えることの
できる事業所がある。さらに品質管理においても安全である。
大手の注文があるので安定している。
相手先が決まっているので安定している。
大企業のラベルを作っているので、仕事がある。
異業種等の会社との横のつながりがある。
お得意様の受注の変動が少ない。
同じガス会社の注文が多い。
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機械の型をつくっているので、少しは仕事がある。
協力企業が数社あり、自社で生産できないものでも相談ないしは生産できる体制になってい
るので、分業で 1つの物ができる。
過去の実績から（化粧品の販売台の製作）メーカーをとばして店やチェーン店のバイヤーか
ら直接連絡を受ける事もあり、口コミで、得意先の数だけは増加している。
個人事業のため、すべてに目が行き届く。
当社でこなすような製品をこなす業者が減っている。
歯科医の注文がある。
下請の製品力がある。
消防自動車の製造メーカートップの親会社を持っている。
信頼がある。
製造の中に公害発生の工程があり、新たに許可がむずかしく新規参入が無いため、対策はい
るものの既得権を有するので有利である。
昔なじみのお客さんが多い。
無借金である。
安定経営による信頼を確保している。
電力会社相手なので仕事がある。
大手Y社㈱工場の部品認定工場である。
土地・建物は自社所有、従業員少人数、資金・借入金なし。
プラスチックのオリジナルなので仕事がある。
ヘアーブラシの化工、アクリル、ポリカ、塩ビ、タキロンなど、住友化学の下請なので安心
がある。
〈その他強みについて〉
あるけど言えない。
この不況でなし。
わからない。
不況でなし。
弱みはあっても強みはない。
〈融資や資金援助に関すること〉
融資をしてほしい。（ 6件）
金利を安くしてほしい。（ 2件）
銀行の対応が悪すぎる。
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保証協会（府）は長期にて融資の支援とスピーディーな対応、融資金額の倍増、国で期した
事は100％実行してほしい。
新規開業したときの融資は、金額も少ないし、提出資料の多さには辟易しました。本気で創
業を支援しているとは思えません。改善を要望します。
物造り等、健全経営の企業への低金利融資を望む。
地域の金融は、中小企業にあった方法でお願いしたい。
銀行にのせられ土地を買った。バブル後の金融は引き締めて悪循環になっている。
保証人なしの融資、金利、返済期間などを支援してもらえるように取り組んでほしい。
〈情報提供に関すること〉
知り得た者だけが得をするような支援はやめるべきである。
支援の内容も何を支援してくれているのかもわからない。
中小企業が取り組むことができる新分野の情報提供をしてほしい。
〈中小企業への支援について〉
中小企業をもっときめ細かく支援してほしい。（ 3件）
中小企業の意見をもっと聞き入れ、例えば単価はこれ以上値下りしないというような取り決
めをしてほしい。
今の小泉内閣はアメリカのごきげん取り、大企業優先主義の政策である。世間の景気に動向
しやすい中小企業や家内工業を重視した内閣をつくってほしい。
東大阪市は従業員が数人ないしは家内工業的企業が多い地域であり、そういう工場があって
こそ成り立っている分野もあるので、永続出来る対策を考えてほしい。
大企業の合併に伴い独裁的な経営方針になり、海外へ輸出して自社の利益のみ考える国内の
中小企業泣かせのやり方には、行政はもっと目を光らせ監督して頂きたい。このままで行け
ば中小企業は経営困難に落ち入り、会社を閉社せざるを得なくなる状態です。本当に苦しい
経営に悩まされています。
〈国内産業の活性化について〉
景気を早く良くしてほしい。（ 5件）
国内技術が外に流出しているため、メーカーや行政により空洞化しないよう努力してほしい。
国内空洞化をなくしてほしい。
海外での金型、成形が多いが、国内での生産をもっと考えてほしい。
国は製造業、日本の物造りの方向を示し、資源のない日本が世界をリードしていく必要があ
る。
東大阪は中小企業が多く製造を主として経営しているので、海外で委託生産をされると少し
厳しいものがある。
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〈研究・開発や連携について〉
産官学合同の研究開発を進めてほしい。
地場産業と異業種との交流の場を作ってほしい。
〈公共料金、税金等について〉
公共料金の値下げ（水道、下水、電気、ガス）を望む。
無駄をなくして税金を安くしてほしい。
水をたくさん使うため、公衆浴場のような水道料の検討や、排水の再利用の指導をお願いし
たい。
〈行政等の対応について〉
親身になった具体的な助言、指導をしてほしい。
決定事項に対する迅速化を望む。
対応が遅い。
ここ数年で約35％売上の落込みで社員に満足させにくい給料である。手を打つのが遅すぎた。
〈支援に対する期待感〉
支援に頼るのではなく、自分の事は自分でしないといけない。（ 5件）
要望を言っても仕方がない。（ 2件）
今のところは要望はない。
他がよくならないとどうしようもない。
成りゆきでいいが、本当は行政に助けてほしい。
要望があっても、仕事を続けるのは体力的にあと 1～2年くらいなので特にない。
製造全体が動かないことにはどうしようもない。コストの問題だと思う。
特になし。ただ、東京の大田区、大阪の東大阪等、中小企業がたびたびマスコミで取り上げ
られるのはウンザリです。統計上、どういう処理をされるのかわかりませんが、統計はあく
まで統計、平均値だと思います。
東大阪にて奮闘中、模索中、やりまっせ。
何をしてくれるのかよくわからない。景気が良くなればいい。
“高井田地区”の住工混在メリットを積極的に保護し、“見込みある会社”を強力にバックア
ップしてほしい。中途半端な事しかできないなら、放っておいてほしい。
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〈その他具体的な支援について〉
仕事がほしい。（ 2件）
手形取引を廃止してほしい。（ 2件）
公共事業（特にマンションや住宅）の拡大を望む。
公共投資の活発化を望む。
種類によっての団体など具体的な支援が少ない。（ビオラ、ナットなど）
法的な設備を充実してほしい。
金融施策の充実や、企業間取り引きの紹介等を行ってほしい。
注文の減少も大きな問題だが、厚生年金・基金・健保・雇用保険（労災保険）の会社負担分
が重くなり経営を苦しめている。中小企業に資金援助と言う前に20人以下の企業のこうした
苦しみを考えてほしい。
人材派遣をしてほしい。
町工場が低価格・短納期・良品質・少数生産に対応するには、設備投資は今の状態では不可
能で人材に頼るしかなく、公的機関による人材センターなどの支援機関をつくり、より良い
人材又、その職種にあう人材の派遣をしてほしい。
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